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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、ラオス人民民主共和国政府との討議議事録（R/D）に基づき、

技術協力プロジェクト「保健セクター事業調整能力強化」を 2006 年 8 月から 4 年間の計画で実施

してきました。 

今般、協力期間の終了時期を迎えたことから、これまでの成果を確認し、今後の類似プロジェ

クト実施に向けた提言と教訓を得ることを目的として、2010 年 5 月26 日から 6 月19 日まで日本・

ラオス国側双方関係者による合同評価として、終了時評価調査を実施しました。 

また、この終了時評価調査と併せて、技術協力プロジェクト「保健セクター事業調整能力強化

フェーズ 2」詳細計画策定調査を実施しました。要請背景等に基づき協議を行うとともに、終了

時評価から得られた結果を直接フィードバックしながら、フェーズ 2 の内容に反映させることが

できたと思料します。 

本報告書は、これらの終了時評価調査・詳細計画策定調査団による現地調査や関係者との協議

の内容・結果をまとめたものであり、今後の協力事業の更なる発展の指針として、広く活用され

ることを願うものです。 

最後に、本調査の実施にあたりご協力をいただいた内外関係者の方々に深い感謝の意を表する

とともに、今後の協力事業に向けて、引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

 平成 22 年 10 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
ラオス事務所長 戸川 正人 
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フェーズ１終了時評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：ラオス人民民主共和国 案件名：保健セクター事業調整能力強化 

分野：保健医療 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICA ラオス事務所 協力金額：1 億 6,000 万円 

協力期間 2006 年 8 月 2010 年 8 月 

（4 年間） 

先方関係機関：ラオス保健省 

日本側協力機関：国立国際医療研究センター（NCGM）

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

ラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」と記す）保健省（Ministry of Health：MOH）はこれ

まで多くの開発パートナー（Development Pertners：DP）からの支援を受け、さまざまなプログ

ラムやプロジェクトを実施してきたが、保健省内及び DP 間で連携・調整が不十分なまま個別に

行われてきた。その結果、事業の分野、対象地域の重複や断片化が起こり投入に見合った成果

が生み出されていない、維持されていないという事態が続いており、援助効果の最大化・効率

化は保健省と DP 双方にとって喫緊の課題であった。保健省の政策に基づく保健省内外の関係機

関、部局との事業調整の実現をめざし、ラオス保健省から当案件が日本に要請され、2 回にわた

る事前調査を踏まえ、2006 年 8 月に討議議事録（Record of Discussions：R/D）を締結、「保健セ

クター事業調整能力強化」（Capacity Development for Sector-wide Coordination in Health：CD-SWC）

として 4 年間の技術協力プロジェクトが開始されるに至った。 

 

１－２ 協力内容 

(1) 上位目標 

保健セクターにおけるすべてのプログラムがラオス政府のリーダーシップと単一セクタ

ー政策により、保健省と保健関連パートナーとの間の調和のもと、体系的に実施される。 

 

(2) プロジェクト目標 

関係組織との協力をとおして、保健省が保健セクター全体の調整を行う組織能力を向上

させる。 

 

(3) 成果 

1) 事業調整メカニズムが強化される。 

2) 単一保健セクター政策の枠組みが明確化し、その枠組みが共通のプラットフォームと

して合意される。 

3) 事業調整メカニズムを通して単一政策の枠組みのプログラム管理ツールが開発され

る。 

4) 母子保健統合サービスパッケージ戦略・計画に基づく事業調整が促進・実践され、事

業調整メカニズムにフィードバックされる。 
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(4) 投入実績 

1) 日本側（2010 年 5 月現在） 

専門家派遣：114.8 人/月 機材供与：4 万 425USD 相当 

ローカルコスト負担：22 万 8,608USD 

研修支援：セクター全体の事業調整に関するカンボジアとの技術交換（1 週間） 

会議ファシリテーション技術研修（1 週間） 

 

2) ラオス側 

保健省スタッフの配置 

セクター作業部会（政策レベル） 保健大臣、副大臣、本省部長を含む 9 名 

セクター作業部会（実務レベル） 副大臣、本省部長を含む 10 名 

コーディネーション・ユニット 官房副局部長など本省各部局からのメンバー8 名 

保健計画・財政技術作業部会 計画財務局長、本省各部局の副局長、チーフなど 12 名 

保健人材技術作業部会 本省各部局の副部長、中央病院、教育機関代表者 18 名 

母子保健・予防接種技術作業部会 本省衛生予防局、ヘルス・ケア局など 8 名 

 

3) 開発パートナー 

作業部会・タスクフォースへの技術支援と会議費などの予算支援（WHO、UNFPA、世

界銀行） 

 

 ２．評価調査団の概要 

調査者  

担当分野 氏 名 所 属 

団長/総括 戸川 正人 JICA ラオス事務所所長 

保健システム 

（技術参与） 

三好 知明 国立国際医療研究センター（NCGM）国

際医療協力部派遣協力第二課 課長 

保健政策 牛尾 光宏 JICA 人間開発部 審議役 

協力企画 吉村 由紀 JICA ラオス事務所 所員 

協力企画２ 水野 愛美 JICA 人間開発部保健第三課 職員 

評価分析 井田 光泰 株式会社インターワークス 

ラオス側評価者 Dr. Phasouk 

VONGVICHIT 

保健省計画財務局 

ラオス側評価者 Dr. Viengmany 

BOUNKHAM 

保健省計画財務局 

ラオス側評価者 Dr. Toumlakhone 

RATTANAVONG 

保健省官房 

 

調査期間 2010 年 5 月 26 日～6 月 19 日 評価種類：終了時評価 
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 ３．評価結果の概要 

３－１ 主な実績 

 プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）の指標に沿った主な

到達状況は以下のとおり。 

 

PDM 指標（第２版） 主な実績 

成果１：事業調整メカニズムが強化される。 

既存の事業調整メ

カニズムのもと、保

健省が DP と協力し

て 会 議 の 議 題 設

定・開催・運営と事

業調整の議論を促

進する。 

・ 保健省は会議の議題設定、会議開催・運営、議事録の作成・配布な

ど日常業務の一部としてすることができるようになった。 

・ セクター作業部会・技術作業部会とも、それぞれの年間作業計画に

基づき、会議を開催し、事業調整の進捗をモニタリングしている。

こうした会議をとおして、セクター共通事業管理ツール（Sector 

Common Workplan / Monitoring Framework：SCWMF）、課題別の戦略

文書、第 7 次保健 5 カ年計画の作成等を図ってきた。 

・ 各技術作業部会による主な成果実績は次のとおり。 

保健計画・財政技術作業部会： 

・「保健財政戦略」と「保健情報システム戦略計画」の策定 

・国家健康保険政令の草案作成 

・国連３機関のセンサス調査の統合 

・保健情報管理システムの標準書式導入 

・同技術作業部会によれば、SCWMF の作成などをとおして、DP に

よる事業の約 85％の活動内容・インプットに関するデータを把握

することができるようになった。CD-SWC 実施以前は約 30％程度

しか把握できていなかった。 

保健人材技術作業部会： 

・「国家保健人材政策」の策定 

・本省傘下６部局、県保健局、郡保健事務所の役割・責任の明確化

（継続中） 

・各医学教育機関・医療機関の役割明確化（継続中） 

 母子保健・予防接種技術作業部会： 

・ 「母子保健統合サービスパッケージ戦略・計画（2009～2015）」

の策定 

・「熟練助産者開発計画」の策定 

・母子保健分野のリソースマップを参考に、各 DP の上記計画への同

調を促す活動 

成果２：単一保健セクター政策の枠組みが明確化し、その枠組みが共通のプラットフォー

ムとして合意される。 

第 7 次保健セクター

開発 5 カ年計画が、

保健省と DP 双方に 

・保健省が、県保健局、郡保健事務所とのコンサルテーション、DP と

の集中的な議論を通して、第 7 次保健セクター開発 5 カ年計画の草案

が作成された。 
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支持されるような

プロセスで共同作

業として作成され

る。 

・保健省・DP へのヒアリングによれば、第 7 次保健セクター開発 5 カ

年計画は高く評価されている。その事由は、第 6 次保健セクター開

発 5 カ年計画のレビュー、県・郡との協議をとおして作成されたこ

と、DP にプロセスが開示されて作成されたことによる。ただし、保

健省が第 7 次保健セクター開発 5 カ年計画の作成開始を表明してか

ら、実際に骨子が開示されるまで 1 年近くかかった。 

成果３：事業調整メカニズムをとおして単一政策の枠組みのプログラム管理ツールが開発され

る。 

セクター作業部会

が共通フォーマッ

トを活用して情報

を収集し、プログラ

ム管理のモニタリ

ング・フレームワー

クを改訂する。 

・DP と協議しながら、保健セクター全体のプログラム管理ツールとし

て SCWMF が開発された。2009 年 5 月以降、SCWMF が更新されてい

る。 

・SCWMF の改訂版は保健セクターの事業モニタリング・ツールとし

てだけでなく、成果２の第 7 次保健 5 カ年計画作成のための計画ツー

ルとしても活用された。 

・SCWMF は国際機関や海外援助機関用だけでなく、NGO の事業向け

の版も作成された。 

成果４：母子保健統合サービスパッケージ戦略・計画に基づく事業調整が促進・実践され、事

業調整メカニズムにフィードバックされる。 

事業調整メカニズ

ムをとおして母子

保健統合サービス

パッケージ戦略・計

画が開発される。 

 

 

母子保健・予防接種

技術作業部会がセ

クター作業部会（実

務レベル）と事務局

に対して定期的に

プログラムの進捗

状況を報告する。 

 

 

・保健省が、母子保健/予防接種技術作業部会とタスクフォースをとお

して、「母子保健統合サービスパッケージ戦略・計画」を作成した。

2009 年 3 月、保健省の審議委員会で同戦略・計画が承認された。 

・母子保健/予防接種技術作業部会はセクター作業部会と事務局に対し

て定期的に同戦略・計画の作成とその後の進捗状況を報告している。 

・DP による母子保健分野の事業・投入に関する情報・データが収集さ

れ、同技術作業部会の年間作業計画が作成された。 

・母子保健・予防接種技術作業部会は「母子保健統合サービスパッケー

ジ戦略・計画」への同調を DP に呼びかけ、複数の DP が既に同戦略・

計画に合わせた事業調整を行っている。 

・保健省では同戦略・計画による母子保健分野でのプログラム・アプ

ローチの考え方を県・郡レベルで普及した。 

プロジェクト目標：関係組織との協力をとおして、保健省が保健セクター全体の調整を行う組

織能力を向上させる。 

セクター作業部会

（実務レベル）が、

SCWMF に基づき、

セクター作業部会はこれまでに 6 回開催された。同部会は情報共有や

意見交換、事業調整の進捗管理の場として有効に機能しているが、事

業調整の具体的な方向性について合意形成を図り、意思決定する場と
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母子保健分野の事

業調整（活動、リソ

ース配分）を関係組

織に伝達すること

ができる。 

しての機能はまだ十分ではない。 

技術作業部会への指示を行うという点では重要な役割を果たしている。

具体的な事例としては、母子保健・予防接種技術作業部会における母子

保健統合サービスパッケージ戦略・計画の作成を促したり、計画財政技

術作業部会が進める保健財政戦略に母子保健を優先課題として位置づ

けるよう指示した点を挙げることができる。 

 

３－２ 5 項目評価の概要 

(1) 妥当性 

次の点から非常に妥当性が高いと判断される。第 6 次保健セクター開発 5 カ年計画

（2006～2010）は事業調整を重要課題の 1 つとして挙げている。2010 年度の保健セクター

への支出計画表によれば、海外援助額は全体の 53％を占めており、援助協調による事業効

率化は、ミレニアム開発目標で掲げるラオスの保健指標の向上に直結する課題といえる。

今回の評価調査では、面談したすべての関係機関が事業調整メカニズムの構築と保健省の

調整能力強化の重要課題としており、CD-SWC は事業実施関係者の強いニーズに応える事

業であることが確認された。日本はラオスにおける最大の援助国であり、日本国大使が保

健セクターの事業調整のために設置されたセクター作業部会（政策レベル）の共同議長を

務めている。こうした点からも、日本がドナー事業の調整に主導的役割を果たすことは合

理性がある。 

 

(2) 有効性 

CD-SWC の最大の事業効果は保健セクター全体の事業調整メカニズムを構築し、単一の

政策フレームワークに沿って、事業調整を運営できるようになってきた点にある。具体的

には、DP を巻き込み、政策決定から実務レベルまでの体制を構築し、各作業部会の役割・

責務が明確化され、事業調整の進捗をモニタリングするための枠組みが導入された。保健

省は CD-SWC の支援を受けながら、定期的なセクター作業部会や技術作業部会での作業を

行い、事業調整の仕組みを動かすことができるようになってきた。これにより、事業調整

メカニズムの構築によって、保健省と DP の間に情報交換と共通課題協議のためのプラッ

トフォーム（協議のための場）が確立した。保健省の事業調整能力強化という視点によれ

ば、保健省は部局間の縦割行政から部局間の情報共有・連携が進み、保健省がイニシアテ

ィブをとるための省内の意思統一が図られるようになった。会議運営などは円滑にできる

ようになってきたが、多くの中心メンバーが DP との協議・交渉などまだ自立的に行うだ

けの自信はないと回答するなど、まだ自立性は十分ではない。現状では DP との具体的な

事業調整に関する交渉については、専門家がメンバーの役割の一部をサポートしなければ

ならず、まだイニシアティブを握って事業調整を行っているという状況にはない。また、

事業調整への取り組みはまだ開始後間もないため、課題別の戦略計画や各作業部会の年間

作業計画のモニタリング・評価、評価結果のフィードバックなどまだサイクルとして確立

しておらず、オペレーションレベルの経験が不足している。 
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 (3) 効率性 

CD-SWC の実施戦略として、先方のオーナーシップと自主性を高めるために、専門家は

コーチ役に徹して、実施は保健省に委ねる姿勢を一貫してとってきた。また、DP に対して

も、実施過程から密な情報共有を行い、ボトムアップでの参加を促してきた。こうしたア

プローチに対する信頼から、従来、情報開示に消極的だった保健省が第 6 次保健セクター

開発 5 カ年計画とその中間レビューの暫定英訳版を開示し、単一政策フレームワークへの

DP の合意形成が図られた。また、DP も技術作業部会への技術・予算面の支援を行うとい

った協力関係を構築することができた。CD-SWC は事業調整全体をプログラムとみなし、

先方の能力強化のペースに合わせていくという専門家チームの実施方針に基づき、詳細な

工程表はつくらず、先方の能力や到達段階に合わせて成果・活動コンポーネントの変更を

図ってきた。事業調整メカニズムはまだ不完全なものではあるが、4 年間の立ち上げ事業と

しては十分な成果を上げることができたこと、関係者とのコンセンサスを重視して案件コ

ンポーネント・活動を柔軟に変更したことで、保健省・DP で多くの支持者を獲得したこと

などの事実から、こうしたアプローチは有効であったと判断できる。事業調整では関係者

が多いため、E メールでのコミュニケーションの比重が高いが、保健省では省内のサーバ

障害などで接続が不安定であり、英語力や E メール利用に不慣れなどの理由で活用してい

ないスタッフもいる。この現状は、効率的な会議準備・運営を進めるうえで障害となっ

た。 

 

(4) インパクト 

CD-SWC の上位目標として、「援助効率・効果の向上」と「保健サービスの地域間格差

の是正」を掲げている。「援助効率・効果の向上」については、以下のような事業調整に

よる重複事業の削減、単一プログラムへの協調というインパクト発現がみられる。 

【重複事業の調整効果】 

・これまでばらばらに実施されていた国連機関の 3 つのセンサス調査を一本に統合。 

・これまで DP が実施していたリプロダクティブヘルスや予防接種などアウトリーチ活動

のロジステック面の調整・統合（医薬品の調達、配布など）。 

【同一プログラムへの協調】 

・複数の DP（世界銀行、国連人口基金、世界保健機構、ルクセンブルク開発庁、フランス

援助庁）が母子保健統合サービスパッケージ戦略・計画や熟練助産者開発計画といった

国家戦略プログラムに協調してそれぞれの事業コンポーネントや活動を同調させた。 

【事業費の適正配分と事業形成の効率化】 

・リソースマップの活用によって、DP はどの分野・地域別の類似事業が把握できるように

なったため、案件形成や活動計画のための調査期間短縮、事業対象の特定に役立った。 

 

個別事業間の調整だけではインパクト発現には限界がある。今後、保健省が計画、財務

管理、調達、報告について手続きの統一化と保健サービスの標準化を図り、そこへ向かっ

て DP が同調を進めれば、上位目標に直結した大きなインパクト発現が期待できる。また、

地方レベルでは、ビエンチャン県など先進的な県以外ではまだ事業調整メカニズムと呼べ

る仕組みがないため、県・郡レベルでも事業調整の枠組みづくりと調整実務が進むことが
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期待される。 

 

(5) 自立発展性 

第 7 次保健セクター開発 5 カ年計画（最終承認まち）にセクター全体の事業調整を進め

ることが優先課題の１つとして示されている。セクター作業部会はビエンチャン宣言に基

づく調整の実行に責任を負っており、今後も政策レベルでは事業調整と援助協調への取り

組みが継続される可能性が高い。既に体制・システム面で事業調整メカニズムは確立され

ており、保健省・DP の積極的な関与があるため、体制・組織面での持続性も高い。人材・

予算面では持続性に懸念がある。保健省は人手・人材ともに層が薄く、活動の推進は一部

の中心的な人材に依存している。今後、事業調整を主導的に担える中堅職員を戦略的に育

成していく必要がある。また、現状では事業調整コストは複数の DP が負担しており、

CD-SWC 終了以降のコスト負担をどうするのか明確化されていない。 

 

３－３ 結論 

セクター全体の事業調整は保健省・DP 双方の強いニーズと支持を得て推進されており、

CD-SWC 実施の妥当性は非常に高い。これまで保健省全体と数多くの DP を巻き込んで事業調整

メカニズムの体制・システムが構築された。このシステムをとおして、事業調整に向けた具体

的な関係者間の情報共有・議論の場が形成され、単一政策に基づく課題別戦略が明確化され、

個別事業間の調整や同一プログラムへの協調が開始されている。保健省は事業調整メカニズム

を支える能力を獲得したものの、自力で推進・展開していくマネジメント力の開発はまだ初期

段階にある。CD-SWC をとおして事業調整展開の環境は整った。今後は援助効果・効率を最大

化するため、中央レベルでの手続きの共通化・調和化と県・郡レベルでの事業調整の展開とい

う新たな段階に入る必要がある。保健省は第 7 次保健セクター開発 5 カ年計画において、事業

調整を優先課題の 1 つとして位置づけている。保健省の強いコミットメントと DP からの支持も

得ており、政策面での持続性は高い。ただし、人員不足と事業調整コスト負担の財源確保は、

今後の事業展開にとってのリスク要因といえる。 

 

３－４ 提言 

・保健省が 1 名の専任アシスタント・コーディネータを新たに配置して、事務局と各技術作業

部会のコーディネータとともに、保健省の事業調整窓口としての役割を果せるよう育成する

こと。 

・より効率・効果が高まるように、現行の事業調整メカニズムの実施体制、各部会の機能・役

割を見直すこと。また、将来的な組織面の持続性を高めるために、コーディネーション・ユ

ニットをどのように保健省の組織図（指揮系統）に位置づけるか検討し、その方向性を決め

ること。 

・コーディネーション・ユニットは事業調整の推進役を務めるが、そのなかで計画財務局

（Department of Planning and Finance：DPF）の役割が極めて重要になる。このため、計画・財

政に関する技術作業部会の作業の調整を主導していくこと。 

・保健省は NGO と協議を行い、より多くの NGO とその他の市民団体を事業調整メカニズムに

巻き込むための方策を検討すること。 
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・保健省が率先して、事業調整に関連する各種会議の質と効率性を高める方策を検討すること。

また、E ガバナンスに関連する政府機関と協議して、保健省内のインターネット環境の改善を

図ること。 

 

３－５ 教訓 

【援助協調における教訓】 

・CD-SWC では保健省と DP に対して、すべての活動をオープンにして透明性を確保し、コ

ンセンサスベースで進めることで説明責任を果たすことを一貫して追及してきた。このア

プローチは参加者のオーナーシップを高めるうえで有効であった。具体例として、そうし

たプロセスをとおして完成した母子保健統合サービスパッケージ戦略・計画に対しては関

係者の強い支持・同調の動きが生まれた。 

・事業調整メカニズムが構築される過程では、技術支援を行うために多くのタスクフォース

を設置したが、保健省が複数のタスクフォースをハンドリングするキャパシティがなく、

いくつかのタスクフォースは機能しなかったため、タスクフォースを整理・再編した経緯

がある。政策文書や共同プログラムの作成に際しては、実施機関の運営能力、DP のインプ

ット・リソース提供の可能性をよく勘案する必要がある。 

 

【キャパシティ・ディベロプメント案件の形成】 

・CD-SWC では先方の能力強化の度合や内・外部の条件・環境変化を取り込めるように、柔

軟性のある PDMの内容に改訂した。このことで、柔軟にコンポーネントの力点に強弱をつ

けたり、外部条件を内部化することで、事業効果を高めることができた。実施機関の能力

強化を主眼とする事業形成においては、先方の能力形成の進度に見合った事業コンポーネ

ントや活動を設定することが不可欠であり、プロジェクト期間中に PDM を柔軟に変更した

り、当初からあまり詳細で緻密な活動計画を作成しないといった対処法もある。硬直的に

当初どおりの PDMを運用しようとすると、目的と手段が逆転して、専門家が役務提供的に

成果品作成に従事し、先方はそのアシスタントになるといった事態が生じると、能力強化

にはつながらないというリスクが発生し得ることに留意する必要がある。 
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Summary of Final Evaluation 

1. Outline of the Project 
Country: Lao People’s Democratic 

Republic 
Project title: The technical cooperation on capacity development for 
sector-wide coordination in health (CD-SWC) 

Issue/Sector: Health sector Cooperation scheme: Technical cooperation 
Division in charge：JICA Laos Office Total cost: 160 Million Japanese Yen 
Period of Cooperation August 2006 - 

August 2010 
Partner Country’s Implementing agencies: Ministry of Health (MOH) 
Supporting Organization in Japan:  
National Center for Global Health and Medicine, Japan 
Related Cooperation:  

1.1 Background of the Project 
Prior to CD-SWC, the health sector in Laos had been struggling with numerous stand-alone projects and 
programs of various Development Partners (DPs) without a clear, strategic and long-term program framework. 
This caused fragmented and overlapping roles and functions of the departments in the MOH and reduced aid 
efficiency and effectiveness of DP assisted interventions. 

1.2 Project Overview 
(1) Overall goal: All programs in the health sector are implemented systematically to achieve MDGs with 

government leadership, single sector policy and harmonization among the MOH and all health related partners. 
(2) Project purpose: Organizational capacity of the MOH for the sector wide coordination is enhanced in 

collaboration with all health related partners. 
(3) Outputs:  

1) Coordination Mechanism is strengthened. 
2) The single health sector policy framework is identified and agreed as the platform for coordination by the 

MOH and development partners. 
3) Program management tool of the single health sector policy framework is developed through Coordination 

Mechanism. 
4) Coordination practice in the MCH program is facilitated and fed back in Coordination Mechanism. 

1.3 Input 
Japanese side (as of June 2010): 
Experts: 114.8MM Equipment: 40,425 US dollars 
Local cost: 228,608 US dollars 
Training: Technical exchange program with Cambodia on sector-wide initiatives (1 week) participated by 
coordination unit members and meeting facilitation skill development (1 week) participated by SWC core 
members.    
Lao side: Allocation of MOH members as follows: 

Sector-Wide Working Group (Policy) 

(SWG-P) 

9 members including the Minister, Vice Minister and directors of MOH 

departments 

Sector-Wide Working Group (Operation) 

(SWG-O) 

10 members including Vice Minister and directors of MOH departments 

Coordination unit (CU) 8 members chaired by Deputy Director of Cabinet, including other 

organizations 

Health Planning and Finance Technical 

Working Group (HP&F-TWG)  

12 members consisting of Director of DPF, Deputy directors and Chiefs of 

other departments 

Human Resources for Health Technical 

Working Group (HRH-TWG) 

18 members including deputy directors of MOH departments and central 

hospitals and university and college 

Maternal and Child Care/ Expanded 

Program on Immunization Technical 

Working Group (MCH/EPI-TWG) 

8 members from Departments of Hygiene and Prevention and Health Care, 

and other relevant departments 

Development Partners: Technical assistance and budgetary support for technical working groups and task forces 
(WHO, UNFPA, WB, etc) 
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2. Evaluation Team 
Members of 
Evaluation 
Team 
 

(1) Mr. Masato TOGAWA (Leader), Chief Representative, JICA Laos Office 
(2) Dr. Mitsuhiro USHIO (Advisor on Health Policy), Executive Technical Advisor, JICA HQ 
(3) Dr. Chiaki MIYOSHI (Advisor on Health System), National Center for Global Health and Medicine, Japan 
(4) Ms. Yuki YOSHIMURA (Cooperation Planning), Focal Point of Health Section, Representative,JICA Laos 
Office 
(5) Ms. Ayumi MIZUNO (Cooperation Planning), Health Division-3, Health Group-2, Human Development 
Department, JICA HQ 
(6) Mr. Kaneyasu IDA (Evaluation Analysis), Senior Consultant, Inter-works Co., Ltd 
(7) Dr. Phasouk VONGVICHIT (Laos Evaluator), Department of Planning & Finance, Ministry of Health 
(8) Dr. Viengmany BOUNKHAM (Laos Evaluator), Department of Planning & Finance, Ministry of Health 
(9) Dr. Toumlakhone RATTANAVONG (Laos Evaluator), Cabinet, Ministry of Health 

Period of 
Evaluation

May 26 - June 19, 2010 Type of Evaluation：Final evaluation 

3. Results of Evaluation 
3.1 Achievements of the Project 
The main achievements of the Project in accordance with the Project Design Matrix are shown in the table 
below: 

Indicator for Project Purpose: SWG (O) can convey coordination of essential interventions (activities and resource 
allocation) for maternal, neonatal and child health based on the monitoring outputs with the developed sector 
common monitoring framework. 

・ SWG (O) has been organized six times. It functions well in terms of sharing views of the MOH and DPs and 
reviewing progress of coordination efforts. Yet, its function as the consensus and decision making body for 
concrete action needs to be strengthened. 

・ SWG (O) played a significant role in addressing priority agendas and tasks to TWGs. The cases in point include its 
role to enable MCH/EPI-TWG to be actively engaged in planning and setting a framework for MNCH and 
coordinate with PF-TWG to prioritize MCH in the Health Financing Strategy. 

Indicator for Output 1: The MOH in the partnership with DPs sets up meeting agenda, organizing meetings and 
facilitates coordinating discussions in meetings under coordination mechanism. 

SWGs/TWGs have regularly organized meetings and monitor progress according to their Annual Work Plan. The 
main achievements of the respective TWGs can be summarized as follows: 
HP&F-TWG: 
・ Formulation of Health Financing Strategy and Health Information System Strategic Plan 
・ Drafting National Health Insurance Decree 
・ Consolidation of Laos Reproductive Health Survey, Multiple Indicator Cluster Survey and National Health 

Survey into Lao Social Indicator Survey 
・ Introduction of standard formats for HMIS 
・ MOH now keeps the data of approximately 85% of the DPs interventions in terms of their inputs and types of 

activities. Prior to the CD-SWC, MOH kept only 30% of such records. 
HRH-TWG: 
・ Formulation of National Policy on Human Resources 
・ Clarification on the roles and responsibilities of six departments of MOH, Provincial Health Department and 

District Health Office - ongoing 
・ Reviewing the functions of medical education institutions and medical facilities with stakeholders - ongoing 
MCH/EPI-TWG: 
・ Formulation of Strategy and Planning Framework for the Integrated Package of Maternal, Neonatal and Child 

Health Services 2009-2015 
・ Development of Skilled Birth Attendant (SBA) strategic development Plan 
・ Actual coordination activities with DPs to integrate with MNCH package on the resource mapping table 

Indicator for Output 2: The 7th Five year HSDP is jointly developed with satisfaction of MOH and DPs with the 
development process. 

・ Through a number of discussions and consultations with departments of MOH, provincial health departments and 
district health offices and DPs, MOH has drafted the 7th five year HSDP.  

・ According to the interviews conducted by the evaluation team to SWGs/TWGs and DPs, the drafting of the 7th 
plan was highly evaluated as it was based on the review of the 6th plan and relevant information from the 
provinces/districts and also it was developed in consultation with DPs although it took nearly one year until actual 



xi 

drafting started after SWG (O) announced the drafting of the 7th plan in partnership with DPs. 

Indicator for Output 3: SWGs revise the developed sector common monitoring framework with information collected 
with a common format. 

・ The SCWMF and its guidance were developed in consultation with DPs. The SCWMF has been used as a 
monitoring tool and revised and updated since May 2009. 

・ The version 2 of SCWMF was used not only as a monitoring tool in the 7th SWG(O) but also as a planning 
framework tool in the Retreat workshop for the 7th 5Y HDP formulation. 

・ The NGO version of SCWMF was also developed. 

Indicators for Output 4: (1) MCH Program development is realized through coordination mechanism. (2) 
MCH/EPI-TWG regularly reports to SWG(O) and Secretariat monitoring outputs of program strategy 
implementation and TWG coordination practice. 

・ MOH formed MCH/EPI-TWG and task forces to develop a Strategy and Planning Framework for the Integrated 
Package of Maternal Neonatal and Child Health Services 2009-2015 (MNCH package) and it was endorsed by the 
Steering Committee in March 2009. 

・ TWG had monitored and reported progress of preparatory works for MNCH Package to the SWG Secretariat, SWG 
(O) and (P). 

・ A consolidated work plan was developed based on the collected data on existing and planned interventions of 
relevant DPs. 

・ TWG has been making efforts to integrated MCH/EPI related activities of DPs into the MNCH package. Several 
DPs have already aligned their interventions with the MNCH package. 

・ TWG is introducing a concept of Program-based approach and Integration in Provinces and Districts. 

 
3.2 Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 
The relevance of CD-SWC is judged to be very high. The sixth five-year health sector development plan (2006 - 

2010) indicates the importance of coordinating international assistance to improve aid efficiency. Because MOH 

heavily depends on foreign capital for interventions - accounting for 53% of the total expenditure of the MOH in 

2009, the capacity development of the MOH and creation of functioning coordination mechanism to improve aid 

effectiveness are strongly supported by all the stakeholders in MOH as well as DPs.  Also, Japan is one of the 

major development partners in terms of its volume of aid to Lao PDR and also co-chairs the policy level SWG. 

Aid coordination is an important agenda for the Japanese ODA.  
 
(2) Effectiveness 
The most important achievement of the CD-SWC is that it helped the MOH create and develop an formal, 

functional sector-wide coordination mechanism in accordance with a single policy framework. Necessary 

implementation structure and system for SWC has been built and the developed coordination mechanism has 

provided a good platform and interface between and among the MOH and DPs for sharing information and 

consultation. From the perspective of capacity development of MOH, inter-department cooperation has been 

significantly improved and MOH is now confident in handling day to day coordination activities, yet they are 

not confident enough to lead coordination activities and negotiate with DPs. Also, the MOH is still not 

experienced enough to systematically run the cycle from planning to monitoring and evaluation of coordination 

activities. 
 

(3) Efficiency 
CD-SWC made clearly that all activities should be conducted in a participatory, consultative and transparent 

manner. This greatly helped the fostering of MOH ownership and involvements of DPs. Particularly, MOH's 

decision to share policy documents with DPs greatly helped set a single policy framework and also encouraged 

DPs to align their aid policies with the development plan. Active participation of DPs and their technical and 

budgetary support also facilitated progress of TWG activities. Because the CD-SWC has been implemented as a 

capacity development project with a process-oriented approach, it is not only difficult but also risky to set an 

elaborate time frame and result-oriented indicators. The CD-SWC revised the PDM to flexibly accommodate 

changes in both internal and external environments. Communication gap between MOH staff and DPs somehow 
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made coordination activities difficult due to unstable internet access and limited use of email by MOH staff. 
 
(4) Impact 
Some tangible impacts of the CD-SWC on aid effectiveness has been recognized as follows:  

・ Three separate health surveys have been consolidated into one survey.  

・ An increasing number of DPs has adopted and aligned with the developed the MNCH package and SBA 

development plan. 

・ Coordination of logistic support among DPs (e.g. EPI and family planning for outreach activities)  

・ Utilizing resource maps, DPs are able to reduce time and costs for the preparation of their interventions. 
A much greater impact is expected when alignments and harmonization are made in the procedures of 
monitoring and planning, budgeting and financial management, reporting and procurement, covering not only 
the central level but also the provincial and district levels. 
One significant, unanticipated impact is that the coordination mechanism provides good opportunities for DPs to 
promote and scale up outputs produced by their respective interventions. 
 
(5) Sustainability 
At the policy level, aid coordination and harmonization is well accepted by the MOH and VD CAP mandates the 

SWG to implement the action plan in the health sector. Therefore, the sustainability of the Government would 

likely be ensured after the project duration. The organizational sustainability is also positive as the coordination 

mechanism has been well entrenched in the MOH and strongly supported by DPs and MOH. Limited personnel 

capacity and financial support are identified as risk factors to ensure sustainability because the performance of 

TWGs heavily depends on the managerial capacity of the core members in the MOH, and the costs for 

coordination activities are currently shouldered by different DPs and it is not yet clear how to cover such 

expenses after the project duration. 
 

3.3 Conclusions 
The relevance of the CD-SWC is very high because CD-SWC reflects the strong needs for coordination of the 

MOH and DPs. The CD-SWC has greatly helped the MOH build foundation for conducting coordination 

activities and created a platform for information sharing and communication among all stakeholders. The 

evaluation team has identified a number of actual evidence and facts to judge that the developed coordination 

mechanism is functional although the capacity development of the MOH is still at a rudimental stage to fully 

lead and manage coordination activities. Now, the necessary enabling environment for SWC has been built. 

SWC should move to a new phase. A much greater impact on aid effectiveness is expected when the developed 

coordination mechanism is effectively used to harmonize and align procedures of DP assisted interventions, and 

also coordination mechanism is built at provincial and district levels. The institutional sustainability of the 

developed coordination mechanism is likely ensured because of the consistent policy support and strong 

commitments of both the MOH and DPs. Yet, the limited human and financial resources to manage 

SWG/Secretariat/TWG activities are the main risk factor for sustainable development of the coordination 

mechanism. 

 
3.4 Recommendations 
・ MOH should allocate at least one full time assistant coordinator who can act as the manager and focal point 

with DPs. 

・ The MOH should review the current structure of the coordination mechanism as well as the roles and 

functions of respective groups in order for each group to perform their roles more effectively and 

institutionalize the coordination unit in the organizational structure of MOH. 

・ Because the role of the DPF is vitally important in the Coordination Unit to effectuate the purposes of 

coordination and harmonization, it needs to take the lead role in facilitating coordination activities of TWGs 

in the financial and planning aspects. 
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・ MOH should consult with NGOs and clarify measures to involve more NGOs and other organizations (e.g. 

the private sector and societies) in the coordination mechanism. 

・ MOH should devise measures to improve the quality of group meetings. MOH also should consult with 

relevant agencies to ensure stable internet accessibility. 
 
3.5 Lessons learned 
・ In implementing aid coordination, the key to success is that all activities must be conducted in a collective, 

transparent, consultative and accountable manner. 

・ In the CD-SWC, a number of taskforces were formed to facilitate TWG activities. Yet, some taskforces were 

not made functional because the tasks were beyond the available resources and capacity of MOH. It is 

important to assess the implementation capacity and available resources before a task force is formed. 

・ In capacity development support, the effectiveness of the PDM may be reduced when it is rigidly used 

because the project team is pressured or tempted to achieve narrowly defined goals by intensifying technical 

assistance. When technical cooperation is intended for capacity development of the recipient organizations, 

the PDM should be used flexibly and it should be monitored and revised periodically, corresponding to the 

changes of the their capacity as well as accommodating changes in the internal and external environments in 

the course of the cooperation period. 
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フェーズ２事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
作成日：平成 22 年 7 月 5 日 担当部・課：ラオス事務所 

１．案件名：（和文）保健セクター事業調整能力強化フェーズ 2 

（英文）Capacity Development for Sector-wide Coordination in Health Phase 2 

２．協力概要 

(1) プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本協力は、ラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」と記す）保健セクターにおける援助

効果の最大化・効率化を図り、保健省（Ministry of Health：MOH）内外の関係機関・部局と

の事業調整の向上をめざして構築された事業調整メカニズムを活用し、ラオス第 7 次国家

保健 5 カ年開発計画を実践することによりラオスの保健状況改善につなげていくことを目

的とし、保健省のオーナーシップを強化しつつ他の開発パートナー（Development Partners：

DP）とともに、保健計画・財政、保健人材、母子保健の各プログラムの年間計画策定、実

施、モニタリングを支援するものである。 

(2) 協力期間：2010 年 11 月 1 日から 2015 年 10 月 31 日まで（5 年間）（予定） 

(3) 協力総額（日本側）：約 3 億 3,000 万円（概算） 

(4) 協力相手先機関：ラオス保健省全部局（7 局）、県保健局、郡保健局 

(5) 国内協力機関：国立国際医療研究センター 

(6) 裨益対象者及び規模、など：保健省（各局、管轄センターなど）約 1,800 名、県保健局約

1,300 名、郡保健局約 3,000 名、保健分野関連開発パートナー 

 

３．協力の必要性・位置づけ 

(1) 現状及び問題点 

JICA は、2006 年 8 月から 4 年間の技術協力プロジェクト「保健セクター事業調整能力強

化」“Capacity Development for Sector-wide Coordination in Health（CD-SWC）”を開始した。

本事業を通じて、保健省の中にセクター作業部会（Sector Working Group：SWG）、技術作業

部会（Technical Working Group：TWG）〔保健計画・財政技術作業部会（Health Planning and 

Financing Technical Working Group：HPF-TWG）、保健人材技術作業部会（Human Resource for 

Health Technical Working Group：HRH-TWG）、母子保健・予防接種技術作業部会（Maternal, 

Neonatal and Child Health and EPI Technical Working Group：MNCH/EPI-TWG）など〕が設置

され、政策から実施・技術レベルまで、保健省関係者及び DP が定期的に一堂に会して課題

を認識し、情報共有しながら、政策及び実務の計画・戦略を具体化する事業調整メカニズ

ムが整備された。特に、選択プログラムであった母子保健・予防接種技術作業部会では、

母子保健サービスのパッケージ化が進み、その中心戦略として掲げられ、県レベルへのサ

ービス実施段階にある。 

しかしながら、保健省自らの力で推進・展開していくためのマネジメント能力はまだ初

期段階にあり、今後保健セクター開発目標達成に向け、保健セクター全体の事業調整を図

っていくには、DP を含むラオス保健セクター関係者間の調整能力の一層の向上が必要であ

る。計画・実施・モニタリングの強化と調整能力向上のためには、事業調整メカニズムを

通じて事業手続きの調和化・標準化を図っていくことが必要であり、DP との更なる協調が

求められる。さらに、事業調整メカニズムが、保健本省のみならず、県・郡レベルで構築
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されれば、実施レベルの事業調整が進むこととなり、援助効果に大きなインパクトをもた

らすことが期待される。 

 

(2) 相手国政府の国家政策上の位置づけ 

第 6 次保健セクター開発 5 カ年計画（2006～2010）では、ラオスで実施されているドナ

ー支援事業を保健省が調整することで援助効率を高めることが重要課題の 1 つとして挙げ

られている。また、2010 年 7 月現在最終承認待ちの段階ではあるが、次期の第 7 次保健セ

クター開発 5 カ年計画（2011～2015）でも援助協調が重要課題として掲げられている。 

さらに、2006 年 11 月、ラオス政府と主要援助国が調印した援助効率を高めるための「ビ

エンチャン宣言国別行動計画」の採択以降、援助協調への動きが主流化している。保健セ

クターでも援助協調の枠組みづくりを進める CD-SWC の意義が高まり、保健セクターの事

業調整を行うセクター作業部会がビエンチャン宣言の実現に責任を負う機関として位置づ

けられている。 

 

(3) わが国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ（プログラムにおける位

置づけ） 

わが国の「対ラオス国別援助計画」では、6 つの重点分野の 1 つとして「保健医療サービ

スの改善」を挙げている。また、貧困削減と経済発展の基礎を築くための基本アプローチ

としてラオス政府職員の能力強化を重視している。 

JICA の協力の方向性としては、保健財政に関して予算に裏づけられた計画の立案の重要

性、行政システムの強化とその管理能力の向上と併せ、保健医療分野の人材育成・制度構

築が、保健分野の重要課題であるとしている。さらに、母子保健サービス改善は最重要課

題であり、ミレニアム開発目標（Millennium Development Goals：MDG）の「ゴール 4：乳

幼児死亡率の削減」及び「ゴール 5：妊産婦の健康改善」の達成に向けて貧困地域に裨益す

る形で母子保健に焦点をあてた協力を実施していくことが強調されている。 

本協力は、「母子保健改善プログラム」に位置づけられ、2010 年 5 月に南部 4 県（チャン

パサック、サラワン、セコン、アタプー）を中心として開始した「母子保健統合サービス

強化プロジェクト」と補完関係となっており、保健省の政策レベルで保健計画・財政、保

健人材、母子保健の各プログラムの戦略及び計画策定・実施・モニタリングを支援しつつ、

南部 4 県を中心とした母子保健のサービス提供能力強化を通じて実施段階まで支援するこ

とで、政策から実施まで一貫性のある体制でラオス保健省の母子保健戦略の一翼を担って

いくものである。 

JICA の協力は、政策レベルで国家保健計画の実施を支援する一方で、「母子保健統合サー

ビス強化プロジェクト」での経験や知り得た現場のニーズを政策、戦略、計画にフィード

バックすることが可能となっている。また、フィードバックされた内容は調整メカニズム

を通じて他の DP に共有され、ラオス政府が主体性をもって援助協調をリードすることが可

能である。 
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４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

(1) 協力の目標（アウトカム） 

1) 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

【プロジェクト目標】 

第 7 次保健セクター開発 5 カ年計画とそのもとでのサブ・セクタープログラム戦略計

画が、事業実施手続きの調和に基づき、計画的かつ効果的に実施される。 

【指標】 

① いくつかの県・郡レベルへ調整メカニズムが導入され、運用される。 

② 標準化された事業手続きが保健省各部局、DP に認識され、利用される。 

③ 統一されたサブ・セクタープログラムの事業内容（計画・実施内容）が保健省各部

局、DP に認識される。 

④ 統一されたサブ・セクタープログラムに沿って支援する DP が増加する。 

 

2) 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

【上位目標】 

ラオス保健セクターにおいて、保健省による戦略的計画立案、効率的な事業調整、効

果的な内外の資金分配が持続的になされ、ミレニアム開発目標達成を確実にするキャパ

シティを確保する。 

【指標】 

1) 策定された単一政策・戦略に基づくプログラムが DP に共有される。 

2) 単一政策・戦略に基づくプログラムに対する予算が確保される。 

3) 単一政策・戦略に基づくプログラムに対する DP からの支援が増加する。 

4) 全県・郡で調整メカニズムが導入され、運用される。 

5) 事業調整によるコスト・時間面での援助効率が向上する。 

6) 全県の医療機関へのアクセス率が XX％以上に向上する1。 

7) 全県の医療機関における必要保健医療従事者の XX％が満たされる2。 

 

(2) 成果（アウトプット）と活動 

1) 【アウトプット 1】 

政策レベル、実務レベルのセクター作業部会と事務局/コーディネーション・ユニット

の会議が適切かつ効果的に行われ、第 7 次保健セクター開発 5 カ年計画、及びサブ・セ

クタープログラムの実施モニタリングを通じて明らかになった問題が解決されるように

なる。 

【アウトプット 1 の指標3】 

① 保健省と DP とのコミュニケーションが増加する。 

                                                   
1 指標の詳細については、案件開始後に決定する。 
2 指標の詳細については、案件開始後に決定する。 
3 アウトプットの進捗については、事務局・作業部会の活動のレビューを定期的に実施することによって、指標がどのように

変化したかを記録する。 
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② 事務局が DP に対してガイダンスを実施する。 

③ 事務局が実務レベルのセクター作業部会で指導力を発揮する。 

④ 事務局が各技術作業部会の進捗状況を把握する。 

⑤ 事務局が県での調整メカニズム導入を指導・支援する。 

【活動】 

1-1 本事業を含む DP からの支援を得て保健省が、実務経験（OJT）や短期研修を通じて

事務局のマネジメント能力を強化する。 

1-2 保健セクター共通計画/モニタリングツールを活用し、それぞれの分野担当のモニタ

リング能力を強化する。 

1-3 事務局が事業調整メカニズム内において保健セクター開発 5 カ年計画の計画財務の

透明性を確保するような監督機能を強化する。 

1-4 事務局が、保健セクター開発 5 カ年計画における効果的な実施、調和化を促進する

ための方策を提案する機能を強化する。 

1-5 事務局が、部局、技術作業部会間の連携を促進する機能を強化する（新たに設置さ

れる作業部会を含む）。 

1-6 県レベルとの調整を含む事務局の問題解決能力を強化する。 

 

2) 【アウトプット 2】 

母子保健・予防接種技術作業部会が適切かつ効果的に運営され、熟練助産師養成計画

を含む母子保健統合サービス戦略計画の実施モニタリングを通じて明らかになった問題

が解決されるようになる。 

【アウトプット 2 の指標】 

① 母子保健・予防接種技術作業部会が、標準実施要領に沿って、母子保健統合パッケ

ージ戦略計画の実施モニタリングを行う。 

② 母子保健統合パッケージ戦略計画に沿った活動が県・郡で実施される。 

③ 母子保健統合パッケージ戦略計画に沿った活動における DP との事業連携・調整が実

施され、支援対象地域・課題の重複・偏重が減少する。 

④ 母子保健統合パッケージ戦略計画の実施に必要な資金投入が確保される。 

【活動】 

2-1 標準実施要領に従い、技術作業部会のタスクフォース、母子保健センターによる母

子保健プログラム実施モニタリングの実施能力を強化する（母子保健センター計

画・統計課の強化を含む）。 

2-2 中央レベルにおける次年度計画のための母子保健プログラム年間レビューワークシ

ョップを毎年開催する。 

2-3 中央スーパービジョンチームによる県レベルへのサポーティブスーパービジョン能

力を強化する（母子保健センター管理課の強化を含む）。 

2-4 県保健局・郡保健事務所の母子保健担当官を対象とした計画・モニタリング・スー

パービジョン研修を実施する。 
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3) 【アウトプット 3】 

保健人材技術作業部会が適切かつ効果的に運営され、2020 年までの保健人材育成戦略

の実施モニタリングを通じて明らかになった問題が解決されるようになる。 

【アウトプット 3 の指標】 

① 中央、県、郡レベルの需給ギャップと既存リソースに基づく保健人材計画が策定さ

れる。 

② 保健人材計画に基づいたモニタリングが実施される。 

③ 保健人材技術作業部会から保健省に対し保健人材配置・定着に対する方策が提案さ

れる。 

【活動】 

3-1 保健人材技術作業部会が保健人材開発戦略・計画のモニタリングを行う。 

3-2 保健人材技術作業部会の調整能力を強化するための手段を講ずる（タスクフォース

の設置を含む）。 

3-3 保健人材開発戦略・計画実施における支援ニーズを同定し、人材配置・定着の方策

を検討する。 

 

4) 【アウトプット 4】 

保健計画・財政技術作業部会が適切かつ効果的に運営され、内外の資金が効率的かつ

効果的に事業実施につながることにより保健財政戦略が実施されるよう年間計画策定並

びに財政管理能力が強化される。 

【アウトプット 4 の指標】 

① 保健セクター共通計画/モニタリングツールが定期的に更新される。 

② 保健セクター共通計画/モニタリングツールで投入の調整だけでなく、成果もモニタ

リングされる。 

③ 中央、県・郡でリソースの調整に基づいた予算事業計画が作成される。 

④ 作成された予算事業計画に基づいてモニタリング・評価が実施される。 

【活動】 

4-1 計画財務局（Department of Planning and Finance：DPF）計画課を中心とした保健計画・

財政技術作業部会が、中央で収集された保健情報を基に保健セクター共通計画/モニ

タリングツールを更新し、政策決定や年間活動計画策定、事業調整を促進する。 

4-2 計画財務局計画課を中心とした保健計画・財政技術作業部会の保健財政戦略実施に

向けた年間活動計画策定能力を強化する。 

4-3 計画財務局計画課を中心とした保健計画・財政技術作業部会が、保健財政戦略の実

施状況をモニタリングし、それを基に問題や課題を協議し、解決策を導く。 

4-4 計画財務局財政課の能力強化を図り、内外の資金管理システム強化を支援する。 

4-5 計画財務局財政課が、定期的に保健計画・財政技術作業部会並びに事務局にマネジ

メント状況を報告する。 

 

(3) 投入（インプット） 

1) 日本側（総額約 3 億 3,000 万円） 
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① 長期専門家（チーフアドバイザー、保健システム強化/母子保健、組織強化/業務調整）

② 短期専門家〔プログラム支援（保健財政、保健人材、母子保健）、保健人材育成強化

など、必要に応じて派遣する予定〕 

③ 本邦または第三国研修 

④ 現地活動費 

 

2) ラオス側 

① カウンターパート（Counterparts：C/P）の人材配置、人件費 

② 活動に必要な執務室及び施設設備 

③ その他 

 

(4) 外部要因（満たされるべき外部条件） 

1) 成果（アウトプット）達成のための外部条件 

・事務局コーディネータを補佐する専任のアシスタント・コーディネータの配置 

・各技術作業部会のフォーカル・パーソンの事業調整業務時間の確保 

・コーディネーション・ユニットにおける計画財務局の主導的役割の発揮と技術作業部

会との適切な連携・調整 

・県・郡レベルでの事業調整メカニズム構築に必要な予算措置 

・保健省と DP が事業調整・調和の前提条件である透明性を確保するために最大限の努力

を図ること 

・県・郡政府が援助調整メカニズムの確立を支持する。 

・前フェーズで経験を得た人材が継続的にフェーズ 2 で中核的な役割を担う。 

2) 上位目標達成のための外部条件 

・DP が事業調整メカニズムを継続的に支持する。 

５．評価 5 項目による評価結果 

(1) 妥当性 

CD-SWC の終了時評価で確認されたとおり、保健セクターにおける事業調整メカニズム

は保健省・DP から強い支持を得て取り組まれている。ラオス「第 7 次保健 5 カ年開発計画

（2011～2015）」でも「ビエンチャン宣言」に基づく事業調整の推進は 9 つの優先課題の 1

つとして位置づけられる予定である。したがって、フェーズ２はラオス政府の基本方針に

合致している。フェーズ２は、第 7 次保健 5 カ年開発計画の期間に合わせて 5 年間を想定

しており、同計画の開始からほぼ最終段階までの期間を継続的に支援することができる。 

CD-SWC は中央レベルでの事業調整メカニズムの構築に成功したが、このメカニズムの

強化はまだ初期段階にあり、一部の先進的な県を除いて、地方レベルでの事業調整メカニ

ズムも構築されていない。このため、地方での事業調整を推進するための中央レベルのマ

ネジメント能力を強化するための支援が不可欠である。 

 

(2) 有効性 

フェーズ２はフェーズ１の成果を漸次強化するだけでなく、これまでに構築された事業

調整メカニズムと課題別の戦略文書を生かして、新たな局面に入ることが想定される。具
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体的には、保健省関係部局間及び各 DP の事業間の調整から、立案・モニタリング、予算措

置・財務管理、報告書式、調達業務の標準化とそれに向かって DP 事業の調和の促進という

事業効果をめざす。これによって、援助効率の最大化、リソースの適正配分、保健サービ

スの格差是正といった大きな事業効果発現が期待される。標準化と事業調和の進捗は、DP

の意欲が継続することと保健省の実施能力が本事業実施中にどれだけ向上するかに大きく

依存するため 、現段階ではフェーズ２でどの程度の事業効果が見込めるか判断することは

難しいが、本事業を通じてセクター作業部会が事業調整・調和の方向性を明示して障害を

克服するとともに、進捗状況を定期的にモニタリングしていくことが重要となる。 

フェーズ２で期待されるもう 1 つの事業効果は、保健省に事業調整を自立的に担える中

核人材を育成することである。実施戦略で示したとおり、事務局のコーディネータ、アシ

スタント・コーディネータ、技術作業部会のフォーカル・パーソンが想定どおり育成され

れば、フェーズ２終了後、保健省が自らのイニシアティブで事業調整を取り仕切ることが

できるようになる。 

 

(3) 効率性 

過去の教訓の活用に示すとおり、基本的な実施アプローチとキャパシティ・ディベロプ

メントの方法はフェーズ１を踏襲する。これにより、効果的な事業実施が期待できる。 

PDM では成果・プロジェクト目標とその意図は明示しているが、この段階では、定量的

な指標目標や詳細な活動のタイムテーブルは明示していない。これは、フェーズ２は保健

省の国家プログラムへの支援であり、最適な時機に効果的なアクションを取れるよう PDM

に柔軟性をもたせているためである。ただし、この柔軟性は成果目標を必要以上に引き下

げたり、活動の遅延が把握しづらいといったリスク要因でもあり、その対策として、フェ

ーズ２では各技術作業部会が毎年末に PDM に沿ってレビューを実施して、その結果に基づ

いて必要なアクションがとれるよう配慮している。 

JICA は南部 4 県を対象に「母子保健統合サービス強化プロジェクト」を開始している。

このプロジェクトは、南部 4 県での事業調整メカニズム構築を支援しながら、母子保健統

合パッケージ戦略計画を県・郡レベルで実施することを支援するものであり、中央での母

子保健・予防接種技術作業部会への技術支援などの面で本協力と補完関係にありシナジー

効果が期待できる。また、JICA は「南部地域母子保健人材開発プロジェクト」を準備して

いる。このプロジェクトでの人材育成事業の経験と教訓は直接的に保健人材技術作業部会

にフィードバックすることができる。さらに、「看護助産人材育成強化プロジェクト」で強

化した看護技術支援委員会とテクニカル・チームや「セタティラート大学病院医学教育研

究機能強化プロジェクト」で強化した医学教育ユニットなどといったラオス国保健省の

CHIPU4アプローチに沿った保健人材育成の成果も保健人材技術作業部会で医学教育強化の

モデルとして生かすことができるなど、保健分野の他案件と連携することで効率的な事業

推進が可能である。 

 

                                                   
4 Complex of Hospital-Institute-Project-University の頭文字をとった略語で、中央病院と教育研究機関、プロジェクト的な取り組

みからの人材で構成される保健医療技術向上のための指導チームを形成し、主に地方病院(とりわけ郡病院)の保健医療スタ

ッフの技術向上を図っていこうとする国の施策。 
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(4) インパクト 

フェーズ２で中央・県・郡レベルが連動した事業調整メカニズムが構築され、立案・モ

ニタリング、予算措置・財務管理、報告書式、調達業務の標準化と DP 事業の調和が促進さ

れれば、次のような大きなインパクトの発現が期待できる。 

・DP の重複あるいは類似した事業や活動・インプットを避けることで事業コストの抑制と

効率化が期待できる（各事業がバラバラに実施している情報・データ収集や現状調査、

アセスメント、研修、教材開発、アウトリーチ活動、調達業務の一本化やコスト削減の

効果） 

・効率的な情報・データ入手、課題別のプログラム確立などによる DP のプログラム・プロ

ジェクトの準備・手続きの時間短縮効果 

・DP によって異なる保健省スタッフの業務・事務作業の軽減と最適な人材配置の可能性拡

大（事業対応の事務作業の軽減、人材不足の低減効果） 

 

こうして生み出されるコスト削減や人材不足の低減効果は保健サービスの拡大強化・格

差是正を可能とし、ミレニアム開発目標の達成に貢献することが期待される。 

本協力により、ラオス政府の保健計画及び戦略に合致した事業を実施するために、保健

省内、中央・県・郡間の調整・連携、各 DP との協力の調整・連携が効果的に行われるよう

になることから、これまで十分に便益を受けてこなかった貧困層や少数民族、女性などに

対する保健医療サービスの量や質が改善されることが期待される。 

 

(5) 自立発展性 

第 7 次保健 5 カ年開発計画（2011～2015）では事業調整の推進が 9 つの優先課題の 1 つと

して位置づけられており、フェーズ２の実施期間をとおして政策面で一貫した政府支援が

期待できる。 

フェーズ２では事業調整メカニズムを運営できる中核的な人材の育成を意図しており、

人材面での持続性確保という点では出口戦略となっている。アシスタント・コーディネー

タと各技術作業部会のフォーカル・パーソンが想定どおり配置されれば、フェーズ２後の

自立性は確保される可能性が高い。 

現時点では、事業調整のコストは複数の DP が独自の判断で負担している。フェーズ２で

は、調整コストを安定的に確保できる仕組みを導入することが求められる。 

 

６．貧困・ジェンダー・環境などへの配慮 

特にマイナスのインパクトは認められない。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

フェーズ 1 の教訓を踏まえ、フェーズ２実施上の基本方針・戦略として以下の 4 点を重視す

るものとする。 

(1) フェーズ２ではフェーズ１で採用した次の基本方針を踏襲する。 

・フェーズ２は、保健セクターでの事業調整を推進する保健省の国家プログラムとして実

施する。フェーズ２は技術協力プロジェクトのスキームを用いるが、適宜、柔軟に PDM

を改訂して、保健省プログラムのニーズへの対応を図る。 
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・JICA の技術支援は、セクター事業調整を担える保健省の制度・組織・人材面のキャパシ

ティ・ディベロプメントを意図する。この目的に合わせて、専門家チームはコーチ役に

徹して、保健省が事業調整の実施を担う。 

・すべてのセクター事業調整に係る活動は、参加型で相互協議をとおして実施され、公開

性を原則とする。 

 

(2) フェーズ１ではセクター事業調整・調和に必要な環境を整備することに成功したが、ま

だ DP との協議や事業調整の方向性を明示できるようなリーダーシップの発揮という面

では保健省スタッフの能力は不十分であり、一層の能力強化が必要である。フェーズ２

では、セクター作業部会事務局/コーディネーション・ユニットと各技術作業部会を担う

中核人材の能力強化に注力する。 

 

(3) 国際機関や海外の援助機関がキー・パートナーとなっているが、NGO やその他の市民団

体の事業調整メカニズムへの関与はまだ限定的である。フェーズ２では、県レベル以下

での事業調整と促進支援していくなかでそうした団体向けのアドボカシーと積極的参加

を促すための仕組みづくりに取り組む。 

 

(4) 各レベルの会議は事業調整・調和を推進するための重要な場あるいはツールとなる。こ

のため、保健省・DP は、議論の結果が具体的なアクションにつながるよう会議の効率性

を高め、議論の質を改善していくものとする。 

 

また、これまで実施されてきた「看護助産人材育成強化プロジェクト」で設置・強化した看

護技術支援委員会、看護教育に関するテクニカル・チームや「セタティラート大学病院医学教

育研究機能強化プロジェクト」で強化した医学教育ユニットなどといったラオス国保健省の

CHIPU アプローチに沿った保健人材育成の成果も保健人材技術作業部会で医学教育強化のモデ

ルとして生かすことができるなど、保健分野の他案件の成果を活用することで効率的な事業推

進が可能である。 

８．今後の評価計画 

中間レビュー：2013 年 6 月頃 

終了時評価：2015 年 6 月頃 

事後評価：プロジェクト終了 3 年後 
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Summary of Detailed Design Study 

1. Outline of the Project 
Country: Lao People’s Democratic Republic Project title: The technical cooperation on capacity development for 

sector-wide coordination in health Phase 2 (CD-SWC 2) 
Issue/Sector: Health sector Cooperation scheme: Technical cooperation 
Division in charge：JICA Laos Office Total cost: 330 Million Japanese Yen 
Period of Cooperation 5 years from 2010 Partner Country’s Implementing agencies: Ministry of Health (MOH) 

Supporting Organization in Japan:  
National Center for Global Health and Medicine, Japan 
Related Cooperation:  

 1.1 Background of the Project 
Since August 2006, JICA had been providing technical cooperation on Capacity Development for Sector-Wide 
Coordination in health (CD-SWC) for four years. Thorough this technical assistance and cooperation from other 
development partners, a Sector-Wide Coordination Mechanism was established successfully in the health sector 
from policy to operational and technical levels. However, the capacity development of the MOH is still at a 
rudimental stage to lead and manage coordination activities. Though conducting terminal evaluation of 
CD-SWC to review the progress and challenges, it concludes that there still be needed to strengthen the capacity 
for the next step. A much greater impact on aid effectiveness through aid coordination and harmonization as well 
as building coordination mechanism at the provincial and district levels in the next phase of CD-SWC. 

 1.2 Proposed project framework 
Overall goal: The MOH is able to implement strategic plans, and conduct effective coordination and resource 
allocation in a sustainable manner to achieve the MDGs. 
 
Project purpose: Under the Five-Year Health Sector Development Plan, strategic sub-sector development plans 
are implemented with effective alignments and harmonization. 
 
Outputs:  
(1) Problems identified through the monitoring of the 7th Five-Year Health Sector Development Plan are 

appropriately and effectively solved through meetings of SWG (P) and SWG (O) and the Secretariat 
Office/Coordination Unit 

(2) MCH/EPI-TWG is effective to solve the problems identified through the implementation and monitoring of 
the MNCH package (including SBA development plan). 

(3) HRH-TWG is effective to solve the problems identified through the monitoring of the national policy on 
human resources for health (~ 2020).  

(4) HP&F-TWG is effective to strengthen the capacity of annual planning and financial management through the 
implementation of the health financing strategy, and effective and efficient internal and external resource 
allocation. 

 
 1.3 Input 

Japanese side: 
Experts: Three long-term experts 
Provision of equipment: 
Local cost support: 
   
Lao side: 
Allocation of MOH members for Sector-Wide Working Group (Policy) (SWG(P)), Sector-Wide Working Group 

(Operation) (SWG(O)), Coordination unit (CU), Health Planning and Finance Technical Working Group 

(HP&F-TWG), Human Resources for Health Technical Working Group (HRH-TWG) and Maternal and Child 

Care/ Expanded Program on Immunization Technical Working Group (MCH/EPI-TWG) 
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2. Detailed design Team 
Members 
of 
Evaluation 
Team 
 

(1) Mr. Masato TOGAWA (Leader), Chief Representative, JICA Laos Office 
(2) Dr. Mitsuhiro USHIO (Advisor on Health Policy), Executive Technical Advisor, JICA HQ 
(3) Dr. Chiaki MIYOSHI (Advisor on Health System), National Center for Global Health and Medicine, Japan 
(4) Ms. Yuki YOSHIMURA (Cooperation Planning), Focal Point of Health Section, Representative, JICA Laos 
Office 
(5) Ms. Ayumi MIZUNO (Cooperation Planning), Health Division-3, Health Group-2, Human Development 
Department, JICA HQ 
(6) Mr. Kaneyasu IDA (Evaluation Analysis), Senior Consultant, Inter-works Co., Ltd 

Period of 
Study 

May 26 - June 19, 2010 Type of Evaluation: Detailed design study 

3. Results of Evaluation 
3.1 Implementation Strategy 
(1) CD-SWC 2 will be implemented, taking the same approaches and principles adopted in CD-SWC. The 

salient features of the approaches and principles are as follows: 
・ CD-SWC 2 will be implemented as the national program of the MOH to build coordination mechanism; 

therefore, JICA will correspond to the needs of the national program by flexibly revising and updating the 
project design matrix. 

・ Technical assistance of JICA will be intended for capacity development of MOH at personnel, 
organizational and institutional levels. For this purpose, the Japanese team will take the coaching role 
while MOH will be the implementer of coordination activities. 

・ All coordination activities will be conducted in a participatory, consultative and transparent manner.  
(2) CD-SWC 2 will focus on the personnel capacity development, particularly of the core members of TWGs, 

SWG (O) and the Secretariat/Coordination Unit. 
(3) CD-SWC 2 will actively purse advocacy and the development of an interface between NGOs and the MOH 

and DPs. 
(4) Group meetings are the key instrument to facilitate coordination and harmonization. Both MOH and DPs 

will make efforts to improve the quality and efficiency of such meetings so that meeting results would lead 
to concrete action. 

  
3.2 Implementation Structure 
(1) Overall implementation structure 
CD-SWC 2 will follow the current structure of the coordination mechanism. Implementation structure at the 
provincial and district levels will be determined in consultation with PHDs and DHOs as well as the MOH. 
(2) Project Office 
The Japanese experts will station in the MOH in order to closely support coordination activities. 
(3) Decision making body 
All decisions with respect to CD-SWC 2 will be made through the coordination mechanism under its 
implementation structure.  
 
3.3 Justification of the Project 
(1) Relevance 
The 7th Five Year Health Sector Development Plan (2011 - 2015) , which is under drafting, prioritizes the 
implementation of the Sector-wide Coordination as one of the nine agendas. Therefore, CD-SWC 2 would be 
consistently in alignment with the Government policy. The cooperation period is scheduled for five years so that 
CD-SWC 2 can consistently monitor and facilitate coordination activities in accordance with the 7th Five Year 
Health Sector Development Plan (2011 - 2015) from the beginning until almost the end of the 7th plan. 
CD-SWC has successfully built the coordination mechanism at the central level. Yet, the development of the 
coordination mechanism is still at a rudimentary stage and coordination mechanism has not yet built at the 
provincial and district levels. Therefore, MOH needs to further develop its capacity to manage and facilitate 
coordination activities at the provincial and district levels. 
 
(2) Effectiveness 
Taking advantage of the developed coordination mechanism and based on the sub-sectoral strategies, the 
Sector-wide Coordination would go into a new stage in CD-SWC 2. Efforts will be made more intensively 
towards alignments and harmonization in the procedures of monitoring and planning, budgeting and financial 
management, reporting and procurement. This would greatly contribute to the improvement of aid effectiveness 
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and efficiency. It is difficult to assess to what extent such procedures could be harmonized and aligned during 
the course of CD-SWC 2 would rely with the capacity of the MOH and the willingness of DPs. Therefore, 
progress must be periodically monitored and SWG (P) and (O) must set clear directions and give orientations to 
overcome difficulties. 
 
Another important agenda during CD-SWC 2 will be personnel capacity development of core staff members in 
the MOH. CD-SWC 2 will aim at transferring all roles previously played by the Japanese experts to the assistant 
coordinator in the Secretariat and the Coordination Unit and focal persons and other core members in TWGs in 
order for the MOH to run the coordination mechanism in a self-reliant manner. 

 
(3) Efficiency 
CD-SWC 2 could be effectively and efficiently implemented under the following assumptions: 

・ MOH appoints an assistant coordinator to the Secretariat who can exclusively work for coordination. 
・ MOH ensures that the coordinators assigned for each TWG can allocate a sufficient time for coordination 

activities. 
・ DPF plays the lead role in the Coordination Unit for coordination and harmonization of planning and 

financial activities. 
・ JICA and MOH ensure a sufficient budget necessary for developing coordination mechanism at 

provincial and district levels. 
・ MOH and DPs make best efforts to ensure transparency for successful harmonization of procedures and 

aligning their activities. 
 

CD-SWC 2 will be implemented as part of the national program for SWC. For this purpose, PDM is designed to 
be able to flexibly accommodate any changes in the course of the project and mobilize available resources and 
inputs at different times. If periodical monitoring is conducted on the PDM, CD-SWC 2 could be properly 
adjusted to meet the needs of the stakeholders. 
 
JICA has started a new project for the improvements of MCH in the South. Synergy effects between the 
CD-SWC and this project can be expected to build coordination mechanism in the Southern provinces as well as 
technically strengthen the MCH/EPI-TWG. Also, JICA plans to start another project for human resource 
development for health. Experiences gained and lessons learned through this project can be fed back to the 
HRH-TWG. In addition, outputs produced through the implementation of "The Project for Medical Education 
and Research for the Setthathirath Hospital" can be utilized to promote and strengthen medical education. 
 
(4) Impact 
After coordination mechanism is well built at the national, provincial and district levels, it is expected that aid 
effectiveness and efficiency will be improved in various ways: 
・ Cost reduction by avoiding overlapping and repetitive activities (e.g. data collection, training and training 

materials, outreach and procurement) 
・ Reduced time and procedures for project/program preparation and implementation 
・ Reduced workload of MOH staff for optimal allocation of human resources 

Coordinated efforts among DPs and the MOH as well as effective resource allocation will attribute to the 
achievements of the MDGs.  
 
(5) Sustainability 
Because the 7th Five Year Health Sector Development Plan prioritizes coordination and harmonization as one of 
the agendas, policy support for the Phase 2 of the CD-SWC would be consistent. One of the preconditions of the 
Phase 2 is the assignment of coordinators who can exclusively work for coordination activities. If this condition 
is met, the personnel sustainability would be likely secured. CD-SWC 2 aims at building the capacity of the core 
members in the MOH and they will be able to manage the coordination mechanism after the project duration. At 
present, the prospect of financial sustainability is low because currently expenses incurred for coordination 
activities have been  shouldered by different DPs. A system to finance coordination activities should be 
introduced in the course of the project duration. 
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第１部 保健セクター事業調整能力強化終了時評価調査 

 

１ 終了時評価調査の概要 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」と記す）保健省（Ministry of Health：MOH）はこれま

で多くの開発パートナー（Development Partners：DP）からの支援を受け、さまざまなプログラム

やプロジェクトを実施してきたが、保健省内及び DP 間で連携・調整が不十分なまま個別に行わ

れてきた。その結果、事業の分野、対象地域の重複や断片化が起こり投入に見合った成果が生み

出されていない、維持されていないという事態が続いており、援助効果の最大化・効率化は保健

省と DP 双方にとって喫緊の課題であった。 

そのためには、戦略的・長期的視点に基づく系統だった政策の実行が必要であり、このよう

な状況から、保健省の政策に基づく保健省内外の関係機関、部局との事業調整の実現をめざし、

ラオス保健省らからの要請の基づき、2 回にわたる事前調査を踏まえ、2006 年 8 月に討議議事録

（Record of Discussions：R/D）が締結、「保健セクター事業調整能力強化」（Capacity Development 

for Sector-wide Coordination in Health：CD-SWC）として 4 年間の技術協力プロジェクトが開始さ

れるに至った。 

 本事業を通じて、保健省の中にセクター作業部会（Sector Working Group：SWG）〔政策レベル

（Policy Level：P）、実務レベル（Operational Level：O）〕、技術作業部会（Technical Working Group：

TWG）〔母子保健・予防接種技術作業部会（Maternal, Neonatal and Child Health and EPI Technical 

Working Group：MNCH/EPI-TWG）などの個別プログラム、保健人材技術作業部会（Human 

Resource for Health Technical Working Group：HRH-TWG）、保健計画・財政技術作業部会（Health 

Planning and Financing Technical Working Group：HPF-TWG）〕及び事務局が設置され、保健省関係

者及び DP が定期的に一堂に会して課題を認識し、情報共有しながら、政策及び実務の計画・戦

略を具体化する調整メカニズムが整備された。さらに、ラオス保健省が重点課題として掲げる母

子保健分野を選択プログラムとして、母子保健統合サービス戦略の政策策定・実施支援を行い、

セクター作業部会や技術作業部会へのフィードバックを通じて、保健省の調整能力向上を図って

きた。 

 2008 年 10 月に、中間レビューが実施され、それまで 2 年間の進捗状況と実績の確認及び後半 2

年間の課題の抽出が行われた。中間レビューでは、CD-SWC は前半 2 年間で、その基礎が極めて

限られていた状況からセクター事業調整メカニズムを設置するところまで保健省を粘り強く支援

してきた結果、調整のための有用なプラットフォームとしてその利用価値が認められるようにな

ってきたと結論づけ、後半 2 年間は、保健省と CD-SWC はメカニズムの機能強化とより広範な関

係者によるメカニズムの利用促進に努めること、その過程において、将来の自立発展をにらみ、

保健省が調整のプロセスを運営管理していくキャパシティの強化が必要であるとの提言がなされ

た。結果を受け、中間レビューの後、保健省との協議を通じて、プロジェクト・デザイン・マト

リックス（Project Design Matrix：PDM）が改定され、2009 年 3 月に PDM-2 として合意されてい

る。 

今般、本事業の終了を 2010 年 8 月に控え、事業の実績、成果、課題を確認するとともに、今

後の方向性を保健省関係者や DP と協議するため、1) 事業調整メカニズムの進捗や今後の方向性
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の確認、2) 教訓や課題の抽出及び、3) JICA 及び他 DP から、今後の支援の方向性について確認

することを目的として本終了時評価調査を実施することとなった。 

 

１－２ 調査団の構成と日程 

調査団構成は以下のとおり。 

 

担当分野 氏 名 所 属 期 間 

団長/総括 戸川 正人 JICA ラオス事務所所長 5/26～6/19 

保健システム（技

術参与） 
三好 知明 

国立国際医療研究センター（NCGM） 

国際医療協力部派遣協力第二課 課長 
6/2～6/18 

保健政策 牛尾 光宏 JICA 人間開発部 技術審議役 6/2～6/16 

協力企画 吉村 由紀 JICA ラオス事務所 所員 5/26～6/19 

協力企画２ 水野 愛美 JICA 人間開発部保健第三課 職員 6/13～6/18 

評価分析 井田 光泰 株式会社インターワークス 5/26～6/19 

ラオス側評価者 
Dr. Phasouk 

VONGVICHIT 
保健省計画財務局 5/26～6/18 

ラオス側評価者 
Dr. Viengmany 

BOUNKHAM 
保健省計画財務局 5/26～6/18 

ラオス側評価者 
Dr. Toumlakhone 

RATTANAVONG 
保健省官房 5/26～6/18 

 

１－３ 調査日程と主要面談者 

調査日程は、2010 年 5 月 26 日～2010 年 6 月 19 日。 

詳細日程は付属資料３のとおり。 

主要面談者リストについては、付属資料４のとおり。 

 

２ 終了時評価のプロセス 

２－１ 終了時評価の方法 

CD-SWC は他 DP と共同で、ラオス保健省の事業調整メカニズムを構築し、運営能力を強化す

るための支援を行ってきた。CD-SWC のこれまでの活動の実績の確認を通じて、保健省の能力強

化がどのように進んだのかを確認するとともに、事業調整メカニズム自体の進捗、今後の課題や

方向性を確認し、提言や教訓を抽出することを視野に入れた評価とした。なお、評価はこれまで

の進捗と実績に関して双方の見解が反映されるよう JICA とラオス側との共同で実施された。 

終了時評価調査団は以下の手順で実施された。 

Step 1：終了時評価調査団は、本協力の R/D 及び中間レビュー後に合意された PDM-2 に基づ

き、プロジェクト目標に関して「計画」と「実績」を比較したうえで、成果と活動の進捗

状況を把握した。 

 

Step 2：インタビューを通じて活動の進行や効果の発現を促進した要因、阻害した要因につ

いての分析を行った。 
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Step 3：評価 5 項目（「妥当性」、「有効性」、「効率性」、「インパクト」、「自立発展性」）に沿

って現時点までの協力内容の査定を行った。なお、各項目の定義については、表－１評価

5 項目の定義を参照。 

 

Step 4：セクター事務局によって、他 DP も交えて、これまでの保健セクター事業調整メカニ

ズム全体の進捗をレビューするとともに、今後の課題を洗い出し方向性を協議するワーク

ショップが開催された。終了時評価調査団はこのワークショップに参加し、協議された事

項を評価プロセスの参考とした。 

 

Step 5：上記の結果をセクター作業部会 （実務レベル） にて発表し、保健省関係者及び他

DP に共有するとともに、レポートに対するコメントを受けた。 

 

２－２ 評価 5 項目 

本評価調査で適用した評価 5 項目の定義を以下の表－１に示す。 

 

表－１ 評価 5 項目の定義 

評価 5 項目 JICA 事業評価ガイドラインによる定義 

1 妥当性 事業目標 （Project Purpose）と上位目標が援助受入国の政府政策や日本の ODA

政策・戦略に沿っているかどうか、ターゲット・グループや最終受益者のニ

ーズに合致しているかどうかを確認する。 

2 有効性 事業目標 （Project Purpose） の達成状況やプロジェクト戦略の妥当性、特に

事業目標とアウトプットの相関関係を確認する。 

3 効率性 事業による投入の種類・時期・質の適切性や、投入がどの程度アウトプット

に転換されたかをみることで、プロジェクト実施の効率性を分析する。 

4 インパクト 事業の介入によって、事業にかかわる組織・個人などに正・負の影響が出て

いないかどうかを確認する。 

5 自立発展性 それぞれ組織・制度、財政、技術的な側面から、事業で得られた実績が事業

完了後も継続していくかどうかを確認する。 

出所：JICA 事業評価ガイドライン（2004 年 1 月）、JICA 

 

２－３ 評価調査の方法 

終了時評価チームは、以下の方法で各種の関連情報・データを入手した。 

(1)  文献調査 

・専門家による定例報告書（年 2 回）、月報、専門家最終報告書 

・セクター作業部会、技術作業部会、事務局の作成文書（議事録など） 

・ビエンチャン宣言 

・保健戦略 2020、第 6 次保健セクター開発 5 カ年計画、保健省令、課題別戦略文書などの政

策文書 

・その他の関連文書 
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(2)  拡大事務局会議（評価ワークショップ）へのオブザーバー参加 

 

(3)  キー・インフォーマントへのヒアリング調査（主要面談者については付属資料４参照） 

・保健省関係者 〔官房、計画財務局（Department of Planning and Finance：DPF）、組織人材

局（Department of Organization and Personnel：DOP）、衛生予防局、母子保健センター〕 

・DP（世界保健機関、世界銀行、アジア開発銀行、 国連人口基金、 国連児童基金、ルクセ

ンブルク開発庁、欧州連合、フランス援助庁）、NGO （INGO、セーブザチルドレン・オ

ーストラリア、ケア・インターナショナル） 

・在ラオス日本大使館、JICA ラオス事務所 

・CD-SWC 専門家 

 

３ セクター事業調整メカニズムの形成プロセス 

CD-SWCは保健セクター全体の事業調整メカニズムの形成とその機能強化を支援する事業であ

る。ここでは、事業調整メカニズム形成へのこれまでの経緯を示す。 

 

３－１ 調整メカニズムの形成 

CD-SWC の重要な成果は、ビエンチャン宣言に基づき、セクター事業調整のメカニズム（図－

１参照）が公式に保健省によって認められた。その後、各セクションの規約が定められ、役割・

責任分担と担当部署と担当者が明確化された。  
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図－１ セクター事業調整メカニズム 
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この体制の下、保健省は第 6 次保健セクター開発 5 カ年計画を DP と共有し、この計画を全保

健セクターの単一政策枠組みとして採用することが関係機関を含めて合意された。これにより、

DP はそれぞれの援助政策や事業計画をこの計画に沿って調整することが要請された。CD-SWC

は保健計画財政、保健人材、母子保健など分野別の戦略文書作成を支援し、母子保健など先行す

る分野では、戦略文書に基づく DP による支援の調整が進められた。 

同時に、CD-SWCでは事業調整への取り組みをとおして保健省の能力強化を図り、同省の事業

調整におけるオーナーシップ醸成とリーダーシップの強化をめざした。こうした取り組みによっ

て、省内で各事業間の調整だけでなく、保健省主導の下、手続きの標準化とそこへの DP の調和

の重要性が広く認知され、そのために部署間の連携強化が優先課題として認識されるようになっ

た。 

 

３－２ CD-SWC の実績 

(1) 投入実績 

＜CD-SWC の投入＞ 

JICA による投入実績は以下のとおり。 

・専門家派遣：合計 114.8 MM 

・チーフアドバイザー（2 名、45MM） 

・制度・組織能力強化/業務調整（1 名、45MM） 

・母子保健（1 名、3 回派遣合計 14.2MM） 

・母子保健人材開発（5.0MM） 

・プログラム管理ツール開発（3.7MM） 

・ウェブサイト開設/運用管理支援（1.4MM） 

・会議ファシリテーション能力強化（0.5MM） 

・ローカルコスト負担： 22 万 8,608USD 

  旅費・交通費 手数料 会議費 その他の運営費 合計 

支出額 59,658  53,167 15,564 100,219 228,608 

・機材： 4 万 425USD 相当 （4WD 車両、パソコン、会議用トランシーバなど） 

・研修 

研修名 実施時期 期間（月） 参加者 研修内容 

セクター全体の事業

調整に関するカンボ

ジアとの技術交換 

2009 年 3 月

9 13 日 

0.1 コーディネーシ

ョン・ユニットメ

ンバー14 名 

カンボジアの事業管理メカ

ニズム（SWiM）の現地視察、

両国での取り組みの進捗状

況と課題を相互学習 

会議ファシリテーシ

ョン技術研修 

2010 年 2 月

28 日 3 月

4 日 

0.2 SWC の主要メン

バー 

SWC の到達度と課題のレビ

ュー、SWC 会議の生産性・

効率化のためのスキル・知

識向上、チームビルディン

グの強化など 
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＜保健省の投入＞ 

・スタッフ配置 

セクター作業部会（政策レベル） 保健大臣、副大臣、本省部長を含む 9 名 

セクター作業部会（実務レベル） 副大臣、本省部長を含む 10 名 

コーディネーション・ユニット 官房副局部長など本省各部局からのメンバー8 名 

保健計画・財政技術作業部会 計画財務局長、本省各部局の副局長、チーフなど 12 名 

保健人材技術作業部会 本省各部局の副部長、中央病院、教育機関代表者 18 名 

母子保健・予防接種技術作業部会 本省衛生予防局、ヘルス・ケア局など 8 名 

・その他：専門家執務スペース・設備の提供 

 

＜開発パートナーの投入＞ 

・技術作業部会・事務局規約、セクター共通事業管理ツール（Sector Common Workplan / 

Monitoring Framework：SCWMF）、母子保健統合サービスパッケージ戦略・計画の作成に

関する技術支援とコスト負担（世界保健機関） 

・熟練助産者開発計画（2008～2012）作成への技術支援 （国連人口基金） 

・技術作業部会の会議費負担 （世界保健機関、世界銀行） 

 

(2) CD-SWC の活動・進捗状況 

 

表－２ 活動と進捗の要約表 

改訂 PDM の活動項目 活動進捗の要約（2010 年 5 月現在） 

成果１（事業調整メカニズム強化）に対応した活動 

1-1 CD-SWC を含む DP の支援を受け

て、保健省がセクター作業部会

（政策、実務レベル）、技術作業

部会、作業部会事務局の会議を

透明性を確保した形で、定期的

に開催する。 

 

1-2 CD-SWC を含む DP の支援を受け

て、官房・計画財務局の中にコ

ーディネーション・ユニットを

設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中間評価以降、CD-SWCを含むDPの支援を受けて、

保健省は、セクター作業部会（実務レベル）を 3 回、

事務局会議を 11 回開催した。保健計画・財政技術作

業部会は 8回、保健人材技術作業部会は 6回、セクタ

ー作業部会（政策レベル）は 2 回開催された。 

 

 

コーディネーション・ユニットは 2007 年 2 月に設置

されて以降、機能している。この間、官房、衛生予

防局の数名が離職・退職し、組織人材局所属の 1 名

が海外留学から戻りメンバーに加わった。1 名の官

房/計画財務局のメンバーが JICA の長期研修参加の

ためメンバーから外れた。欠員を補充するため、計

画財務局と衛生予防局のスタッフがメンバーに加わ

った。 
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1-3 セクター作業部会（実務レベ

ル）、母子保健・予防接種技術作

業部会、セクター作業部会事務

局がそれぞれの年間作業計画を

作成する。 

 

 

 

1-4 セクター作業部会（実務レベル）

がセクター共通のモニタリン

グ・フレームワークを用いてセ

クタープログラムをモニタリン

グ・評価し、必要なアクション

を決定する。 

 

 

1-5 保健省が SWC を含む DP の支援

により、調整メカニズム全体の

運用方法を明確にする。 

 

1-6 保健省が SWC を含む DP の支援

により、支持を得ながら、より

広い関係者による調整メカニズ

ムの一層の活用を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-7 保健省が SWC を含む DP の支援

により、各局の調整における役

割を明確にする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2008 年 12 月、セクター作業部会、事務局、各技術作

業部会ではそれぞれ年間作業計画の作成を開始し

た。ドラフト案は事務局と技術作業部会での会議で

数回の改訂を行ったあと、承認された。技術作業部

会では、年間作業計画を活動のモニタリングツール

として活用し、定期的に計画を更新すると同時に技

術作業部会・事務局に報告している。 

 

保健省は DP の支援を受けて、SCWMF を作成した。

これまでに、2 回のセクター作業部会（実務レベル）

で SCWMF に基づくモニタリングを試行した。これ

までモニタリングはインプットと活動に焦点があた

っており、まだ成果レベルのモニタリング、その結

果に基づく意志決定というプロセスの実践はまだ行

われていない。 

 

2009 年 3～4 月の間、セクター作業部会・技術作業部

会の規約が開発され、承認された。 

 

 

保健省では大臣レベルから、事業調整メカニズムに

ついての支持が強化された。具体的には、2009 年 3

月、保健省全職員を対象とした事業調整に関する第

2 回内部セミナーで、事業調整に関する理解促進と

活動参加促進が行われた。第 1、2 回のセクター作業

部会（政策レベル）で、保健省はセクター事業調整の

進捗を発表した。また、2009 年 11 月に開催されたセ

クター横断のラウンド・テーブル会議でも、保健セク

ターでの事業調整の進捗が発表された。保健省の公

式ウェブサイトでも事業調整メカニズムを公開して

いるが、現在はサーバ障害の問題で、アクセスできな

い状況である。 

 

セクター作業部会と技術作業部会の規約では、各局

の役割についての規定が含まれている。また、大臣

令で事業調整への参加部局の役割・責任と、担当者

名が明示されている。ただし、保健省内の組織改編

と担当者の変更の遅れなどから不明確な部分もあ

り、一層の明確化が必要である。 
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1-8 保健省が SWC を含む DP の支援

により、保健セクターの法と規

則を明らかにして、DP がそれら

を適用するよう働きかける。 

 

1-9 保健省が SWC を含む DP の支援

により、プログラムマネジメン

ト研修を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

1-10 保健省が SWC を含む DP の支援

により、OJT をとおして、事業

調整の管理能力を強化する。 

SCWMF の開発によって、保健セクターの法的枠組

みが明確になった。また、保健省が新たな規則を導

入する場合、DP の技術支援を受けて規則を検討し、

導入後は広く広報するようになった。 

 

2009 年 3 月、世界保健機構と CD-SWC が共同でカン

ボジアの保健セクターにおける援助協調についての

視察研修を実施した。また、CD-SWC ではルクセン

ブルク開発庁とともに、保健省内部セミナー（活動

1-6）の開催を支援した。さらに、CD-SWC では、

2010 年 3 月、保健省の主要メンバーを対象に、会議

ファシリテーションのスキル研修を実施した。他の

DP もセクタープログラム管理についての研修サービ

スを提供した。 

 

保健省は、CD-SWC だけなく、世界保健機構、世界

銀行、 アジア開発銀行、欧州連合などからも事業調

整の管理能力支援（会議費の負担など含む）を受け

た。これらの DP が支援する保健計画・財政技術作業

部会と保健人材技術作業部会は、会計管理を含めて

各部会が行うため、管理能力が高まったが、

CD-SWC では活動費を負担する官房や母子保健・予

防接種技術作業部会に会計管理をすべて委ねること

には限界があるため、まだ実務面で CD-SWC への依

存度が高い。 

成果２（単一保健セクター政策枠組み明確化と共通プラットフォーム確立）に対応した活動 

2-1 保健省が SWC を含む DP の支援

により、保健戦略（2020）、第 6

次国家社会経済開発計画、国家

成長・貧困撲滅戦略、保健マス

タープランの相互関係を明らか

にする。 

 

2-2 保健省が SWC を含む DP の支援

により、第 6 次保健セクター開発

5 カ年計画の合同評価メカニズム

を構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

中間レビューに先立つ 2008 年 9 10 月に、保健省と

DP は、保健省の 5 カ年計画が保健セクター全体の単

一政策フレームワークであることに合意した。 

 

 

 

 

2008 年 11 月、保健省はこれまで開示していなかった

第 6次保健セクター開発 5カ年計画とその中間レビュ

ーの暫定英語訳をセクター作業部会（政策レベル）で

配布し、その後、2009 年 3 月、最終英訳版を公式に

発行した。 
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2-3 保健省が SWC を含む DP の支援に

より、第 7 次保健セクター開発

5 カ年計画の作成にあたり、調整

メカニズムを最大限に活用する。 

第 7次保健セクター開発 5カ年計画の策定作業の一環

として、第 6 次計画のレビューが実施された。それ

まで保健省と党機関が中間レビューを実施してい

た。このため、第 6 次計画の定期モニタリングのツ

ールとして SCWMF を活用し、事業調整のモニタリ

ングを実施した。セクター作業部会、事務局、技術

作業部会の会議をとおして第 7 次計画への支援が行

われた。保健省は 2010 年 1 月、2 日間の集中的な特

別セミナーを開催して、DP との共同で第 7 次計画案

を作成した。 

成果３（プログラム管理ツールの開発）に対応した活動 

3-1 保健省が SWC を含む DP の支援

により、プログラムアプローチ

のプログラム割を承認する。 

 

 

3-2 保健省が SWC を含む DP の支援

により、セクターの共通モニタ

リング・フレームワークを開発

する。 

 

3-3 保健省が SWC を含む DP の支援

により、セクター共通モニタリ

ング・フレームワークに入れ込

むデータを明らかにする。 

 

3-4 保健省が SWC を含む DP の支援

により、すべての保健プログラ

ムに関する情報が官房と計画財

務局に提出されるような制度を

承認する。 

 

3-5 上記制度に基づき、官房と計画

財務局が、セクター共通モニタ

リング・フレームワークにデー

タを入れ込む。 

保健省は、第 6 次計画、中間レビュー、第 7 次計画

案、課題別の戦略文書を配布し、第 6 次計画の 8 つ

の課題を保健省の優先プログラムとして位置づけ

た。 

 

保健省は、DP との協議と、主に CD-SWC の短期専

門家の技術支援を受けて SCWMF を開発した。 

 

 

 

SCWMF の開発プロセスをとおしてセクター作業部

会、技術作業部会、事務局で、SCWMF に入れ込む

情報を提供できるフォーカル・パーソンを特定し

た。 

 

保健省は CD-SWC の短期専門家による技術支援を受

けて SCWMF ガイドラインを作成した。 

 

 

 

 

ガイドライン作成作業をとおして、2009 年 5 月以

降、官房と計画財務局は SCWMF の更新を実践して

いる。コーディネーション・ユニットのデータ更新

の担当者については実践をとおして能力強化を図る

必要がある。 

成果４（母子保健統合サービスパッケージ戦略・計画をとおした事業調整の実践）に対応し

た活動 

4-1 保健省が SWC を含む DP の支援

により、母子保健・予防接種技

術作業部会を中央レベルにおい

て構築する。 

 

 

母子保健・予防接種技術作業部会は 2007 年 5 月に設

置された。部会規約は第 3 回の部会で合意され、

2008 年 2 月、保健省の審議委員会で正式に承認され

た。 
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4-2 保健省が SWC を含む DP の支援

により、母子保健・予防接種作

業部会の会議を定期的に開催す

る。 

 

4-3 母子保健・予防接種作業部会

が、すべての母子保健・予防接

種に関する取り組みや関与を調

整する。 

 

 

4-4 母子保健・予防接種作業部会

が、プログラム戦略文書を開発

する。 

 

 

 

 

4-5 保健省が SWC を含む DP の支援

により、研修ニーズ調査を実施

する。 

 

 

 

 

 

 

4-6 母子保健・予防接種作業部会と

県保健局が母子保健プログラム

をモニタリング・評価する。 

 

 

 

 

4-7 母子保健・予防接種作業部会

が、事業調整に関する教訓を抽

出するために部会の活動をレビ

ューし、事務局を通じて作業部

会へフィードバックする。 

 

 

 

 

 

 

同部会設置以降これまでに 16 回の定期会議が開催さ

れ、事務局が議事録を作成している。 

 

 

 

同部会は各 DP の支援する母子保健・予防接種のプ

ログラムの調整（ワークショップ、研修、啓発活動

など）を図ってきた。母子保健統合サービスパッケ

ージ戦略・計画の作成後、それに沿って複数の事業

がこの戦略・計画への調整・同調を進めている。 

 

第 5 回の部会会議で、２つのタスクフォースを設置

が決定した。１つのタスクフォースは世界保健機関

コンサルタントが初版を作成した母子保健統合サー

ビスパッケージ戦略・計画の最終版化作業に取り組

んだ。2009 年 3 月、最終版が保健省の審議委員会で

承認された。 

 

国立公衆衛生院は保健セクターのマネジャーへの現

地国内研修プログラムの評価を実施していた。この

評価結果を基に研修ニーズの洗い出しが計画された

が、CD-SWC と国立公衆衛生院双方に研修を実施す

る余力はないとの結論に達した。ニーズ調査に代わ

るものとして、母子保健統合サービスパッケージ戦

略・計画の作成の過程で、タスクフォースが 2009 年

1 月、ワークショップでアセスメントを実施した。 

 

母子保健統合サービスパッケージ戦略・計画の導入

は 2009 年 9 月まで遅れ、実際の取り組みは 2009 年

12月に着手された。部会によるモニタリングは 2010

年 2 月に開始された。ただし、前倒しで同戦略・計

画の準備についての進捗状況はセクター作業部会に

報告されていた。 

 

まだ同部会からセクター作業部会へのフォーマルな

レビュー結果は報告されていないが、CD-SWC では

いくつかの重要な教訓を得た（「教訓」を参照）。 
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4-8 保健省が SWC を含む DP の支援

により、南部の県にMRを普及す

る。 

南部県を中心にヘルス・ケア局の主導のもと、DP の

支援を受けて、MR の普及が推進されている。MR

の一層の普及は新規 JICA 案件の「母子保健統合サー

ビス強化プロジェクト」に引き継がれる。また、北

部 7 県ではアジア開発銀行が支援して、MR の普及

が図られている。中央病院レベルでも導入への関心

が表明されている。 

 

(3) 成果実績 

PDM の指標に沿った成果実績は表－３に示すとおり。 

 

表－３ 成果実績 

PDM 指標（第２版） 主な実績 

成果１：事業調整メカニズムが強化される。 

既存の事業調整メカニズ

ムの下、保健省が DP と協

力して会議の議題設定・

開催・運営と事業調整の

議論を促進する。 

・ 保健省は会議の議題設定、会議開催・運営、議事録の作

成・配布など日常業務の一部としてすることができるよう

になった。 

・ セクター作業部会・技術作業部会とも、それぞれの年間作

業計画に基づき、会議を開催し、事業調整の進捗をモニタ

リングしている。こうした会議をとおして、SCWMF、課題

別の戦略文書、第 7 次保健セクター開発 5 カ年計画の作成な

どを図ってきた。 

・ 各技術作業部会による主な成果実績は次のとおり。 

・保健計画・財政技術作業部会： 

・ 「保健財政戦略」と「保健情報システム戦略計画」の策定

・ 国家健康保険政令の草案作成 

・ 国連３機関のセンサス調査の統合 

・ 保健情報管理システムの標準書式導入 

・ 同技術作業部会によれば、SCWMF の作成などをとおし

て、DP による事業の約 85％の活動内容・インプットに関

するデータを把握することができるようになった。

CD-SWC 以前は約 30％程度しか把握できていなかった。 

保健人材技術作業部会： 

・ 「国家保健人材政策」の策定 

・ 本省傘下６部局、県保健局、郡保健事務所の役割・責任

の明確化（継続中） 

・ 各医学教育機関・医療機関の役割明確化（継続中） 

母子保健・予防接種技術作業部会： 

・ 「母子保健統合サービスパッケージ戦略・計画（2009～

2015）」の策定 

・ 「熟練助産者開発計画」の策定 

・ 母子保健分野のリソースマップを参考に、各 DP の上記計

画への同調の促進 
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成果２：単一保健セクター政策の枠組みが明確化し、その枠組みが共通のプラットフォー

ムとして合意される。 

第 7 次保健セクター開発 5

カ年計画が、保健省と DP

双方に支持されるような

プロセスで共同作業とし

て作成される。 

・ 保健省が、県保健局、郡保健事務所とのコンサルテーショ

ン、DP との集中的な議論をとおして、第 7 次保健セクター

開発 5 カ年計画の草案が作成された。 

・ 保健省・DP へのヒアリングによれば、第 7 次保健セクター

開発 5 カ年計画は高く評価されている。その事由は、第 6 次

保健セクター開発 5 カ年計画のレビュー、県・郡との協議を

とおして作成されたこと、DP にプロセスが開示されて作成

されたことによる。ただし、保健省が第 7 次保健セクター開

発計画の作成開始を表明してから、実際に骨子が開示され

るまで 1 年近くかかった。 

成果３：事業調整メカニズムをとおして単一政策の枠組みのプログラム管理ツールが開発

される。 

セクター作業部会が共通

フォーマットを活用して

情報を収集し、プログラ

ム管理のモニタリング・

フレームワークを改訂す

る。 

・ DP と協議しながら、保健セクター全体のプログラム管理ツ

ールとして SCWMF が開発された。2009 年 5 月以降、

SCWMF が更新されている。 

・ SCWMF の改訂版は保健セクターの事業モニタリング・ツー

ルとしてだけでなく、成果２の第 7 次保健セクター開発 5 カ

年計画作成のための計画ツールとしても活用された。 

・ SCWMF は国際機関や海外援助機関用だけでなく、NGO の

事業向けの版も作成された。 

成果４：母子保健統合サービスパッケージ戦略・計画に基づく事業調整が促進・実践され、

事業調整メカニズムにフィードバックされる。 

事業調整メカニズムをと

おして母子保健プログラ

ムが開発される。 

 

 

母子保健・予防接種技術

作業部会がセクター作業

部会（実務レベル）と事務

局に対して定期的にプロ

グラムの進捗状況を報告

する。 

 

・ 保健省が、母子保健・予防接種技術作業部会とタスクフォ

ースをとおして、「母子保健統合サービスパッケージ戦略・

計画」を作成した。2009 年 3 月、保健省の審議委員会で同戦

略・計画が承認された。 

 

・ 母子保健・予防接種技術作業部会はセクター作業部会と事

務局に対して定期的に同戦略・計画の作成とその後の進捗状

況を報告している。 

・ DP による母子保健分野の事業・投入に関する情報・データ

が収集され、同技術作業部会の年間作業計画が作成され

た。 

・ 母子保健・予防接種技術作業部会は「母子保健統合パッケー

ジ」への同調を DP に呼びかけ、複数の DP が既に同戦略・

計画に合わせた事業調整を行っている。 

・ 保健省では同戦略・計画による母子保健分野でのプログラ

ム・アプローチの考え方を県・郡レベルで普及した。 
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プロジェクト目標：関係組織との協力をとおして、保健省が保健セクター全体の調整を行

う組織能力を向上させる。 

セクター作業部会（実務レ

ベル）が、SCWMF に基づ

き、母子保健分野の事業

調整（活動、リソース配

分）を関係組織に伝達する

ことができる。 

・ セクター作業部会はこれまでに 6 回開催された。同部会は情

報共有や意見交換、事業調整の進捗管理の場として有効に

機能しているが、事業調整の具体的な方向性について合意

形成を図り、意志決定する場としての機能はまだ十分では

ない。 

・ 技術作業部会への指示を行うという点では重要な役割を果

たしている。具体的な事例としては、母子保健・予防接種

技術作業部会における「母子保健統合サービスパッケージ戦

略・計画」の作成を促したり、計画財政技術作業部会が進め

る保健財務戦略に母子保健を優先課題として位置づけるよ

う指示した点を挙げることができる。 

 

４ 5 項目評価結果 

４－１ 妥当性 

(1) 保健省の能力強化をとおして保健セクターの事業調整を図る CD-SWC は、次の点から非

常に妥当性が高いと判断される。 

1) 第 6 次保健セクター開発 5 カ年計画（2006～2010）では、ラオスで実施されているドナ

ー支援事業を調整することで援助効率を高めることが重要課題の 1 つとして挙げられてい

る。まだ、最終承認まちの段階ではあるが、次期の第 7 次保健セクター開発 5 カ年計画

（2011～2015）でも援助協調が重要課題として掲げられている。 

2) 2006 年 11 月、ラオス政府と主要援助国が調印した援助効率を高めるための「ビエンチ

ャン宣言国別行動計画」の採択以降、援助協調への動きが主流化した。保健セクターでも

援助協調の枠組みづくりを進める CD-SWC の意義が高まり、保健セクターの事業調整を

行うセクター作業部会がビエンチャン宣言の実現に責任を負う機関として位置づけられ

た。 

3) 2010 年度の保健セクターへの支出計画表によれば、海外援助額が全体の 53％を占めて

いる（総額 5,553 億キップのうち 2,927 億キップ）。職員給与など固定費を除く事業費の

支出では、海外援助が占める割合は 88％（総額 3,328 億キップのうち 2,927 億キップ）と

なり、援助協調による事業効率化は、ミレニアム開発目標（Millennium Development 

Goals：MDG）で掲げるラオスの保健指標の向上に直結する課題といえる。 

4) 事業調整の重要性は広く認知されるようになったが、CD-SWCの開始以前、その推進役

となる保健省の実施能力は低く、事業調整を担うための人材不足、ドナーの事業実施に対

応した縦割り行政と部局間の未連携・コミュニーケーションの欠如、事業調整の枠組み・

体制・システムの不在など多くの問題を抱えていた。このため、保健省の組織能力強化を

推進することは極めて重要な課題であった。 

5) 今回、評価団は数多くの DP（国際機関、海外援助機関、NGO）と保健省へのヒアリン

グ調査を実施した（付属資料４「主要面談者リスト」を参照）。このなかで、すべての関

係機関が事業調整メカニズムの構築と保健省の調整能力強化の重要性を挙げており、

CD-SWC は事業実施関係者の強いニーズに応える事業であることが確認された。 
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(2) 日本政府のラオス国別援助計画では、援助の柱の 1 つとして保健サービスの向上を挙げて

いる。また、貧困削減と経済発展の基礎を築くための基本アプローチとしてラオス側の能

力強化を重視している。実施アプローチ、優先セクターという点からも CD-SWC は日本政

府の援助政策に合致している。 

 

(3) 日本はラオスにおける最大の援助国であり、日本国大使が保健セクターの事業調整のた

めに設置されたセクター作業部会（政策レベル）の共同議長を務めている。こうした点から

も、日本がドナー事業の調整に主導的役割を果たすことは合理性がある。 

 

４－２ 有効性 

(1) CD-SWCの最大の事業効果は保健セクター全体の事業調整メカニズムを構築し、運営でき

るようになってきた点にある。具体的には、DP を巻き込み、政策決定から実務レベルまで

の体制を構築し、各作業部会の役割・責務が明確化され、事業調整の進捗をモニタリング

するための枠組みが導入された。保健省は CD-SWC の支援を受けながら、定期的なセクタ

ー作業部会や技術作業部会での作業を行い、事業調整の仕組みを動かすことができるよう

になってきた。今回の評価調査では、事業調整メカニズムが機能していることが次の点か

ら確認することができた。 

1) 保健省は構築された事業調整メカニズムを生かして、DP の意見を反映しながら第 6 次

保健セクター開発 5 カ年計画の進捗の中間レビューを実施した。さらに DP との協議をと

おして、第 7 次保健セクター開発 5 カ年計画策定にも取り組んだ。これまでラオスでは、

セクター全体の戦略文書を外部の関係機関と共有しながら作成したことはなく、セクター

全体の方針策定プロセスを開示しながら進められたこと自体が事業調整メカニズムの効果

といえる。このプロセスをとおして、多くの DP が保健省の基本方針に沿って、それぞれ

の支援方針を検討することができるようなった。 

2) 今回インタビューしたすべての DP が、CD-SWC の最も明白な功績は「事業調整メカニ

ズムの構築によって、保健省と DP の間に情報交換と共通課題協議のためのプラットフォ

ーム（協議のための場）ができたことである」と回答した。これは、単に事業調整の仕組

みをつくっただけでなく、その仕組みが関係者に活用されていることを示している。 

3) 作業部会、タスクフォースでの協議・作業をとおして、計画財政、人材開発計画、母

子保健統合サービスパッケージ戦略・計画など課題別の戦略文書や事業計画文書が策定さ

れている。 

4) 前章で示したとおり、DP のなかには、事業調整メカニズムに参画する過程で、それぞ

れの事業方針や事業コンポーネントを全体の計画や既存のプログラムに合わせて調整した

り、同調させる動きが生まれている。 

 

(2) CD-SWCでは全体の事業調整メカニズムを構築するだけでなく、実際に事業調整を促進す

ることを意図し、母子保健分野での事業調整を中心に推進した。母子保健技術作業部会で

は、タスクフォースを設けて「母子保健統合サービスパッケージ戦略・計画」を策定した。

その後、母子保健サービスの 1 つの核として「熟練助産者開発計画」を作成し、DP だけで

なく、全国の県保健局にもこの戦略・計画と助産師育成計画のプログラムとの連携・同調を
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呼びかけた。このなかで、世界銀行など複数の DP が「熟練助産者開発計画」への支援を行

うといった人材育成面での調整・同調の動きが認められる。さらに、この母子保健技術作

業部会の計画づくりのプロセスを踏襲する形で、保健人材技術作業部会、保健計画・財政技

術作業部会でもそれぞれ戦略文書を作成した。このように、事業調整の仕組み作りだけで

なく、具体的な調整を促す計画づくりも進捗している。 

 

(3) CD-SWCは、ドナー主導ではなく保健省が主導的に事業調整メカニズムを担うような能力

強化を意図していた。この視点から、CD-SWCの効果としては以下のような到達状況にある

と判断される。 

1) 保健省の中心メンバーは、通常業務の一部あるいは省全体の共通課題として事業調整

に取り組むことができるようになった。具体的には、各部会の中心メンバーは、会議の議

題設定、会議の招集、議事録の作成・配布など、定期会合の運営を担うことができるよう

になってきた。保健省の内部部局では事業調整の重要性は広く認知され、既に主流化が図

られている。各部会だけでなく DP の事業形成にも各部局から参加があり、部局間の情報

共有も行われるようになるなど、イニシアティブをとるための省内の意思統一が図られる

ようになった。 

2) 会議運営などはできるようになってきているが、多くの中心メンバーが DP との協議・

交渉などまだ自立的に行うだけの自信はないと回答するなど、まだ自立性は十分ではない。

現状では DP との具体的な事業調整に関する交渉については、専門家がメンバーの役割の

一部をサポートしなければならず、まだイニシアティブを握って事業調整を行っていると

いう状況にはない。 

3) 事業調整への取り組みはまだ開始後間もないため、課題別の戦略計画や各作業部会の

年間作業計画のモニタリング・評価、評価結果のフィードバックなどまだサイクルとして

確立しておらず、オペレーションレベルの経験が不足している。 

 

(4) PDM の指標目標に沿ったプロジェクトの達成状況はおおむね十分であると判断される。

成果レベルでは、事業調整メカニズムの規定に基づき定期的に会合が開催され（成果１）、

DP 間と保健省が第 6 年次保健セクター開発 5 カ年計画を単一の政策フレームワークである

ことに合意し、共同で第 7 次保健セクター開発 5 カ年計画案を作成した（成果２）。事業調

整のツールとして SCWMF が開発され、各部局と DP が情報を提供して、定期的に更新され、

結果がセクター作業部会に報告されている（成果３）。母子保健分野は他の技術作業部会に

先行して策定された「母子保健統合サービスパッケージ戦略・計画」に基づき活動が開始さ

れ、同時に具体的な人材育成プログラムとして「熟練助産師育成計画」が作成され、DP に

よる連携と同プログラムへの同調の動きが始まっている（成果４）。プロジェクト目標とし

て、セクター作業部会の事業調整を取りまとめ、全体を促進するという点では、情報共有、

意見交換の場として十分な機能を果たしているが、意志決定や具体的アクションの提起と

いう機能面を今後強化する必要がある。 

 

現在の事業調整メカニズムを一層強化するために必要な体制・組織上の課題として以下の

点を指摘することができる。2009 年 6 月 4 日に開催された保健省評価ワークショップのセッシ
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ョンとして、評価調査団がファシリテータとなり、参加者に保健省の現状と課題についてカ

ードに記載してもらう形式で意見聴取を行った。保健省スタッフによる組織能力についての

自己認識の詳細については、付属資料６参照。 

 

課題 現状と課題 

事業サイクルの

確立 

保健省全体の年間事業計画まだ予算計画と十分連動したものとなって

おらず、各部局の密な連携をとおして整合性のある事業計画を作成

し、その進捗をモニタリング・評価して、次年度の計画に反映させて

いく必要がある。 

中心メンバーの

能力強化 

保健省では当初より人員不足が深刻な状況にあるなかで事業調整メカ

ニズムの構築に取り組んだ。このため、技術作業部会やセクター作業

部会事務局の運営や DP との調整など一部メンバー個々の能力に依拠し

ている。過去、事務局運営を担っていた有能なスタッフ 1 名が海外留

学したあとで事務局機能の著しい低下があったことなど、この状況を

示す一例である。今後、各作業部会と事務局に複数の中心メンバーが

指導的役割を果たせるような人材育成を図っていく必要がある。 

事務局 /コーディ

ネーション・ユ

ニットの機能強

化 

事務局（コーディネーション・ユニット含む）は、保健省と DP に対し

てセクター作業部会で決定された事業調整の方針や方向性の明示と単

一政策方針への準拠を指導する役割を更に強化する必要がある。組織

制度の課題としては、現在、事務局の参加者が増加して、セクター作業

部会との役割分担が不明瞭になりつつあり、事務局とセクター作業部

会（実務レベル）の役割分担を再定義する必要がある。また、部局間、

技術作業部会間の連携や事業調整の具体的な促進において、計画財務

局が中心的役割を果たす必要があるが、現在、その役割を果たせてい

るとはいえない。計画財務局は計画と予算のチェック・承認権限をも

つため、今後、事業調和を進めるうえでのリスク要因といえる。 

NGO の参加促進 CD-SWC では国際 NGO ネットワーク（INGO）という NGO のネットワ

ーク団体をとおして事業調整メカニズムへの参加を呼びかけ、NGO の

インプットを調査して NGO 版の SCWMF を作成して配布するといった

取り組みを行ってきた。その他にも課題別の政策文書など、NGO の事

業展開にとって有用な情報（成果品）があるが、NGO へのヒアリング

結果によると、まだ広く NGO に知られているという状況ではないよう

である。今後、県・郡レベルで事業調整を展開する際、NGO との連携

は不可欠であり、中央・地方レベルで引き続き NGO を事業調整メカニ

ズムに巻き込んでいくことが必要である。 

会議運営の効率

化、会議の質の

向上 

DP と保健省へのヒアリングによれば、立ち上げ当初に比べて、各部会

での議論の内容、会議の運営方法など大きく改善したという。一方

で、「会議が多い・長い」、「発表の場になっていて具体的な行動への

合意形成の場になっていない」といった課題を指摘する声も多く、「会

議疲れ」への危惧もあった。事業調整推進の場はこうした会議なので、

会議の効率性と実効性を高めるための仕掛けや工夫が必要である。 
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４－３ 効率性 

(1) CD-SWCは事業調整全体をプログラムとみなし、先方の能力強化のペースに合わせていく

という専門家チームの実施方針に基づき、詳細な工程表をつくらず、先方の能力や到達段

階に合わせて成果・活動コンポーネントの変更を図ってきた。このアプローチの是非につ

いて、比較対象がないため With-Without の比較はできないが、以下の点から、効率性は高か

いと判断できる。 

1) まだ事業調整メカニズムは不完全なものではあるが、4 年間の立ち上げ事業としては十

分な成果を上げることができた。 

2) CD-SWC は外部条件（DP など）を内部化することで成果が達成されるという点で、通常

の技術協力プロジェクトと大きく異なる。保健省内のまとまりがなく、DP にも多様な考

え方があるなかで成果を上げるためには、合意形成を図りながら支持者を獲得して行くこ

とが不可欠であった。二国間だけで合意した案件枠組を工程表どおりに実施しようとすれ

ば、広範な支持を得ることが困難であった可能性が高い。今回のヒアリング結果では、保

健省・DP 双方が同じ場で合意形成を図るという CD-SWC のアプローチについて一部を除

いて広範な支持を得ていることが確認されている（付属資料５「面談記録」参照）。 

3) CD-SWC の過程で計画・財政、人材育成分野も事業調整の枠に取り組むことの重要性が

保健省・DP のなかから強く打ち出され、これらの分野も案件のスコープに取り入れ、新

たに技術作業部会を設けて支援した。計画・財政、人材育成は事業調整が最も必要な分野

であり、この内容を排除した場合、事業調整メカニズムへの関心・意欲を維持することは

困難であったと思われる。 

上記のような案件管理のあり方（PDM の位置づけ、プログラム的なアプローチ）について

は JICA 内に異なる意見があり、中間評価以降に改訂した PDM では、あえて精緻化せず、外

部・内部の環境変化に対応できるよう工夫した。技術協力プロジェクトのスキームで外部条

件に対応せる必要がある場合、こうした措置は妥当であったと思われる。 

 

(2) CD-SWC は、JICA のインプットだけではなく、DP のインプットやリソースの投入を得て

事業調整を進めることができた。特に課題別の戦略文書の作成といった技術支援面では、

DP が果たした役割が大きい（論点は重複するが、これは外部条件の内部化に成功した事例

ともいえる）。 

 

(3) 保健省は情報公開に消極的で、従来、保健セクター開発 5 カ年計画などの政策文書も DP

に開示していなかった。CD-SWCでは開始当初からセクター作業部会などをとおして開示を

要望していたがなかなか実現しなかった。しかしながら、それまでの活動を通じた信頼関係

の構築により、2008 年 11 月、保健大臣のイニシアティブで第 6 次保健セクター開発 5 カ年

計画とその中間レビューの暫定英訳版が開示された。このため、成果２の単一政策フレー

ムワークへの合意形成に向かう条件ができた。 

 

(4) 事業調整メカニズムが構築される過程で、さまざまな課題が明らかになり、具体的な支

援を行うために多くのタスクフォースが設置されたが、保健省が複数のタスクフォースを

ハンドリングするキャパシティがなく、いくつかのタスクフォースは機能しなかったため、
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整理・再編した経緯がある。 

 

(5) 事業調整では関係者が多いため、Eメールでのコミュニケーションの比重が高い。しかし、

DP はインターネット環境が整備されているが、保健省では省内のサーバ障害などで接続が

不安定であり、外部の関係者もダイヤルアップで接続するため通信速度が極めて遅いなど

常時接続の環境がない。また、英語力や E メール利用に不慣れなどの理由で活用していない

スタッフもいる。このため、DP 間と、DP と保健省間ではコミュニケーション・ギャップが

生じた。CD-SWCでは短期専門家を派遣して保健省の関連ウェブサイト開設と運用を指導し

たが、省内のサーバ障害でアクセスできない状況にあり、現段階ではウェブ上での掲載や

内部の情報共有促進という効果は上がっていない。 

 

(6) CD-SWCの実施戦略として、先方のオーナーシップと自主性を高めるために、専門家はコ

ーチ役に徹して、実施は保健省に委ねる姿勢を一貫してとってきた。また、DP に対しても、

プロセスをオープンにして、ボトムアップでの参加を促してきた。このため、CD-SWCでは

透明性と説明責任を明確にするために二国間の協議・調整の場（合同調整委員会など）を設

けず、すべて事業調整メカニズムをとおして活動を実施した。こうした実施戦略をとった

ことで、保健省・DP の内部で事業調整の支持者を拡大し、全体として事業調整への潮流を

作ることができた。 

 

４－４ インパクト 

(1) CD-SWC の上位目標として、「援助効率・効果の向上」と「保健サービスの地域間格差の

是正」を掲げている。「援助効率・効果の向上」については、以下のような事業調整による

重複事業の削減、単一プログラムへの協調というインパクト発現がみられる。 

1) 重複事業の調整効果 

・これまでばらばらに実施されていた 3 つのセンサス調査〔“Laos Reproductive Health 

Survey”（国連人口基金）、“Multiple Indicator Cluster Survey”（世界保健機関）、“National 

Health Survey”（国連児童基金）〕を“Lao Social Indicator Survey”の一本に統合。 

・これまで DP が実施していたリプロダクティブヘルスや予防接種などアウトリーチ活動

のロジステック面の調整・統合（医薬品の調達、配布など）。 

2) 同一プログラムへの協調 

・複数の DP（世界銀行、アジア開発銀行、世界保健機関、国連人口基金、ユニセフ、ル

クセンブルク開発庁、フランス援助庁など）が母子保健統合サービスパッケージ戦略・

計画に協調して事業計画を策定。 

・複数の DP（世界銀行、国連人口基金、世界保健機関、ルクセンブルク開発庁）が熟練

助産者開発計画への支援をそれぞれの事業に取り入れた。 

3) 事業費の適正配分と事業形成の効率化 

・具体的な事例としては明確ではないが、ヒアリングした DP によれば、技術作業部会を

通じて作成されたリソースマップの活用によって、どの分野・地域でどんな事業が実

施されているか把握できるようになったため、案件形成や活動計画のための調査期間

短縮、事業対象の特定に役立っていると回答している。 
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今回の評価調査では、どの程度 CD-SWC の費用対効果が得られたか数値的には把握でき

なかったが、既に少なくとも CD-SWC が投入したローカル負担額に相当する以上の重複削

減効果は得られたと思われる。また、定量的には把握できないが、対象分野・地域の適正な

選択やインプットの同調は、事業の質と事業効果改善に貢献がある。ただし、まだインパク

ト発現は部分的であり、個別事業間の調整だけではインパクト発現には限界がある。上位目

標を達成するためには、保健省が計画、財務管理、調達、報告について手続きの統一化と保

健サービスの標準化を図り、そこへ向かって DP が同調を進めなければならない。また、地

方レベルでは、ビエンチャン県など先進的な県以外ではまだ事業調整メカニズムと呼べる仕

組みがないため、県・郡レベルでも事業調整の枠組みづくりと調整実務を実践していく必要

がある。 

 

(2) CD-SWC によるその他のインパクトとしては、以下の点を挙げることができる。 

1) セクター作業部会・事務局会議は、参加組織が議題提案や情報提供を行うことができ

る場として役立った。会議の場には、主要 DP と保健省の各部局が参加しているので、DP

にとっては、自らの事業成果を普及するための場が提供されたといえる。具体的な例とし

て、JICA が支援する「セタティラート大学病院医学教育研究機能強化プロジェクト」の医

学教育ユニットの取り組みを作業部会で紹介したところ、省内で高い関心を呼び、保健人

材の技術作業部会でセタティラートの経験をモデル化して中央・県レベルの病院に展開す

ることが検討されている。 

2) セクター作業部会・技術作業部会は保健省本局だけでなく、保健省関連の教育・研究

機関も参加している。このため、同省と関連機関の間のコミュニケーションも強化された。

こうした動きは、特に資格制度・人材育成プログラムの標準化に向けて連携強化を進める

うえで重要となる。 

 

４－５ 自立発展性 

(1) 第 7 次保健セクター開発 5 カ年計画（最終承認まち）にセクター全体の事業調整を進める

ことが優先課題の 1 つとして示されている。セクター作業部会はビエンチャン宣言に基づく

調整の実行に責任を負っており、今後も政策レベルでは事業調整と援助協調への取り組みが

継続される可能性が高い。 

 

(2) 「有効性」の項で示したとおり、体制・システム面で事業調整メカニズムは確立されてお

り、その下でセクター作業部会・技術作業部会の会合も定期的に開催されている。このため、

仕組みそのものの持続性は高い。事業調整メカニズムは省令で公的に認知されており、現状

としては、現在、機能し始めている組織体制を継続する方が合理的である。将来的には、事

業調整を仕切る権限と機能を既存の保健省の組織体制にもたせるか、あるいは専門部署・課

を設けるなどして、制度化を図ることも検討することが必要であろう。 

 

(3) 人員面での持続性は一番の懸念材料である。保健省は人手・人材ともに層が薄く、活動の

推進は一部の中心的な人材に依存している。今後、事業調整を主導的に担える中堅職員を戦

略的に育成していく必要がある。 
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(4) 事業調整コストは会議費、交通費、日当宿泊費などで、それほど大きな支出ではないが、

保健省にはその財源がなく、CD-SWC、世界銀行、アジア開発銀行などの DP が負担してお

り、CD-SWC 終了以降のコスト負担をどうするのか明確化されていない。今後、県・郡レベ

ルで展開する場合、事業調整コストが増えるため、DP がまとまって資金を確保したり、保

健省が通常予算のなかに事業調整予算を含めるといった予算確保の仕組みをつくっていく

必要がある。 

 

(5) 上記のリスク要因以外にも、次のような人的・組織的な要因に留意する必要がある。 

1) 事業調整は全保健省の取り組みとなり、総論としてはすべての職員が賛同している。し

かし、今後、手続きの共通化に向かうプロセスでは、個々の職員に対しても大きな環境変

化への対応が求められる。特に権限を有する部局幹部やプロジェクト・マネジャークラス

が各論でもそうした変化に合意して、主体的な役割を担うような取り組みが求められる。 

2) 各 DP の事業調整への姿勢・意欲には差異があり、組織内での意見調整が必要な機関も

ある。今後、共通の手続きへの同調が求められる場面では、こうした DP 内の温度差が顕

在化する可能性がある。 

3) INGO などをとおして、全体として NGO は事業調整への支持を表明しているが、自分た

ちのプレゼンスや成果への認知が不当に低められているといったストレスを感じている

NGO もある。NGO を含めた DP とフォーマル・インフォーマルに意思疎通を図り、更に

連携関係を強化していくことが重要になる。 

 

５ 結論 

セクター全体の事業調整は保健省・DP 双方の強いニーズと支持を得て推進されており、

CD-SWC 実施の妥当性は非常に高い。これまで保健省全体と数多くの DP を巻き込んで事業調

整メカニズムの体制が構築された。この体制をとおして、事業調整に向けた具体的な関係者間

の情報共有・議論の場が形成され、単一政策に基づく課題別戦略が明確化され、個別事業間の

調整や同一プログラムへの協調が開始されている。保健省は事業調整メカニズムを支える能力

を獲得したものの、自力で推進・展開していくマネジメント力の開発はまだ初期段階にある。

CD-SWC をとおして事業調整展開の環境は整った。今後は援助効果・効率を最大化するため、

中央レベルでの手続きの共通化・調和と県・郡レベルでの事業調整の展開という新たな段階に

入る必要がある。保健省は 5 年計画に事業調整を優先課題の 1 つとして位置づけている。同省

の強いコミットメントと DP からの支持も得ており、政策面での持続性は高い。ただし、人員

不足と事業調整コスト負担の財源確保は、今後の事業展開にとってのリスク要因といえる。 

 

６ 提言 

評価団として CD-SWC 2 開始までに保健省が以下の措置をとることを提案する。 

(1) フェーズ２では、これまで専門家が果たしていた役割を保健省スタッフに移行させ、事

業調整の持続性を確保していくことが求められる。そのため、保健省が 1 名の専任アシスタ

ント・コーディネータを新たに配置して、セクター作業部会事務局と各技術作業部会のコ

ーディネータとともに、保健省の事業調整窓口としての役割を果せるよう育成すること。 
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(2) 保健省はフェーズ２実施に先立ち、より効率・効果が高まるように、現行の事業調整メ

カニズムの実施体制、各部会の機能・役割を見直すこと（具体的内容は「有効性」の課題を

参照）。また、将来的な組織面の持続性を高めるために、コーディネーション・ユニットを

どのように保健省の組織図（指揮系統）に位置づけるか検討し、その方向性を決めること。 

 

(3) コーディネーション・ユニットは事業調整の推進役を務めるが、そのなかで計画財務局

の役割が極めて重要になる。このため、計画・財務に関する技術作業部会の作業の調整を

主導すること。 

 

(4) 保健省は NGO と協議を行い、より多くの NGO とその他の市民団体を事業調整メカニズム

に巻き込むための方策を検討すること。 

 

(5) 保健省が率先して、事業調整に関連する各種会議の質と効率性を高める方策を検討する

こと。また、Eガバナンスに関連する政府機関と協議して、保健省内のインターネット環境

の改善を図ること。 

 

７ 教訓 

(1) 援助協調における教訓 

1) CD-SWC では保健省と DP に対して、すべての活動をオープンにして透明性を確保し、

コンセンサスベースで進めることで説明責任を果たすことを一貫して追及してきた。この

アプローチは参加者のオーナーシップを高めるうえで有効であった。具体例として、そう

したプロセスをとおして完成した「母子保健統合サービスパッケージ戦略・計画」に対し

ては関係者の強い支持・同調の動きが生まれた。 

 

2) 事業調整メカニズムが構築される過程では、技術支援を行うために多くのタスクフォ

ースを設置したが、保健省が複数のタスクフォースを運営していく能力がなく、いくつか

のタスクフォースは機能しなかったため、整理・再編した経緯がある。政策文書や共同プ

ログラムの作成に際しては、実施機関の運営能力、DP のインプット・リソース提供の可

能性をよく勘案する必要がある。 

 

(2) キャパシティ・ディベロプメント案件の形成 

1) CD-SWCでは先方の能力強化の度合や内・外部の条件・環境変化を取り込めるように、

柔軟性のある PDM の内容に改訂した。このことで、柔軟にコンポーネントの力点に強弱

をつけたり、外部条件を内部化することで、事業効果を高めることができた。実施機関の

能力強化を主眼とする事業形成においては、先方の能力形成の進度に見合った事業コンポ

ーネントや活動を設定することが不可欠で、プロジェクト期間中に PDM を柔軟に変更し

たり、当初からあまり詳細なブループリントを作成しないといった対処法もある。硬直的

に当初どおりの PDM を運用しようとすると、目的と手段が逆転して、専門家が役務提供

的に成果品作成に従事し、先方はそのアシスタントになるといった事態が生じると、能力

強化にはつながらないというリスクに留意する必要がある。 
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第２部 保健セクター事業調整能力強化フェーズ２詳細計画策定調査 
 

１  調査概要 

１－１ 要請背景と調査団派遣の経緯・目的 

ラオス保健省はこれまで多くの開発パートナー（Development Partners：DP）からの支援を受け、

さまざまなプログラムやプロジェクトを実施してきたが、単一の長期的計画や戦略の共有がない

まま保健省内及び DP 間で連携・調整が不十分なまま個別に行われてきた。その結果、事業の分

野、対象地域の重複や断片化が起こり投入に見合った成果が生み出されていない、維持されてい

ないという事態が続いており、援助効果の最大化・効率化は保健省と DP 双方にとって喫緊の課

題であった。「援助効果に係るパリ宣言（2005 年 3 月採択）」に準ずる「ビエンチャン宣言」が 2006

年 11 月に採択され、公共投資省によって援助協調が促進され事業調整がセクターを超えた課題と

して捉えられるようになるなか、保健省・DP 間においても、事業調整あるいはプログラムベー

ス・マネジメントへの注目が高まっていった。 

JICA は、2006 年 8 月より 4 年間の技術協力プロジェクト「保健セクター事業調整能力強化

（Capacity Development for Sector-wide Coordination in Health：CD-SWC）を開始した。本事業を通

じて、保健省のなかにセクター作業部会（SWC）、技術作業部会（TWG）などが設置され、政策

から実施・技術レベルまで、保健省関係者及び DP が定期的に一堂に会して課題を認識し、情報

共有しながら、政策及び実務の計画・戦略を具体化する調整メカニズムが整備された。 

このメカニズムを通じて、保健省はオーナーシップを醸成しリーダーシップを発揮しながら、

DP と協調して保健セクターの課題に取り組み、自らの事業調整能力を強化してきた。保健省は

第 6 次の 5 カ年保健セクター開発計画を DP と共有し、この計画を全保健セクターの単一政策枠

組みとして採用することが関係機関を含めて合意された。これにより、DP はそれぞれの援助政

策や事業計画をこの計画に沿って調整するようになった。CD-SWC は保健財務、保健人材、母子

保健など分野別の戦略文書策定を支援し、母子保健など先行する分野では、既に戦略文書に基づ

く DP 事業の調整が進められている。こうした取り組みによって、保健省内で各事業間の調整だ

けでなく、保健省主導の下、手続きの標準化とそこへの DP の調和の重要性が広く認知され、そ

のために部署間の連携強化が優先課題として認識されるようになった。 

しかしながら、今後保健セクター開発目標達成に向け、保健セクター全体の事業調整を図って

いくには、保健省自らの力で推進・展開していくためのマネジメント能力はまだ初期段階にある

といえ、ラオス保健省を中心とした DP を含むラオス保健セクターの調整能力の一層の向上が必

要である。さらに、事業調整メカニズムが、中央保健省のみならず、県・郡レベルで構築されれ

ば、実施レベルの事業調整が進むこととなり援助効果に大きなインパクトをもたらすことが期待

される。また、計画・実施・モニタリングと一貫した調整能力向上のためには、事業調整メカニ

ズムの制度化を図っていくことが必要である。 

以上の背景のもと、2010 年 5 月 26 日から 6 月 19 日まで保健セクター事業調整能力強化終了時

評価と同時期に詳細計画策定調査を実施し、フェーズ２の概要についてラオス側と協議し、合意

形成した。 
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１－２ 調査団の構成と日程 

調査団構成は以下のとおり。 

担当分野 氏 名 所 属 期 間 

団長/総括 戸川 正人 JICA ラオス事務所所長 5/26～6/19 

保 健 シ ス テ ム

（技術参与） 
三好 知明 

国立国際医療研究センター（NCGM） 

国際医療協力部派遣協力第二課 課長 
6/2～6/18 

保健政策 牛尾 光宏 JICA 人間開発部 技術審議役 6/2～6/16 

協力企画 吉村 由紀 JICA ラオス事務所 所員 5/26～6/19 

協力企画２ 水野 愛美 JICA 人間開発部保健第三課 職員 6/13～6/18 

評価分析 井田 光泰 株式会社インターワークス 5/26～6/19 

ラオス側評価者 
Dr. Phasouk 

VONGVICHIT 
保健省計画財務局 5/26～6/18 

ラオス側評価者 
Dr. Viengmany 

BOUNKHAM 
保健省計画財務局 5/26～6/18 

ラオス側評価者 
Dr. Toumlakhone 

RATTANAVONG

保健省官房 

 
5/26～6/18 

 

１－３ 調査日程と主要面談者 

調査日程は 2010 年 5 月 26 日～2010 年 6 月 19 日。詳細日程は付属資料３のとおり。 

主要面談者リストについては、付属資料４のとおり。 

 

２  事業実施の背景と現状の課題 

２－１ ラオス保健セクター事業調整の現状と課題 

 フェーズ１では、保健省全体と数多くの DP を巻き込んで事業調整メカニズムの体制が構築さ

れた。セクター事業調整メカニズムの各作業部会を通じて、事業調整に向けた具体的な関係者間

の情報共有・議論の場が形成され、単一政策に基づく課題別戦略が策定され、個別事業間の調整

や同一プログラムへの協調が始まっている。事業調整を展開していく環境は整ったといえる。今

後、策定された戦略に沿った活動を実際に実施していく現場は県・郡となっていく。県・郡レベ

ルには、それぞれ保健局、病院、ヘルスセンターなど、行政サービスを提供する拠点があり、中

央にある大型 DP 以外にも、NGO などの小規模支援が多々支援を行っている。策定された戦略や

計画を、どのように効果的・効率的に実施していくかを具体的に示していくためには、県・郡レ

ベルでの事業調整の展開、中央との連携の強化という新たな段階に入っていく必要がある。 

 

２－２ 保健人材 

ラオスでは保健人材の量・質の確保は喫緊の課題であり、フェーズ１では保健人材作業部会を

通じて保健人材育成戦略 2020 が策定された。今回、この戦略に基づいた保健人材育成のための体

制づくりについて、組織人材局及び保健人材作業部会から支援の強い要請があった。JICA は、「看

護助産人材育成強化プロジェクト（2005～2010）」を通じて、「看護助産規則」、「看護業務範囲ガ

イドライン」、「助産業務範囲ガイドライン」、「学校運営ガイドライン」など、看護助産に関する

法令整備を行ってきており、この成果を生かした形で事業調整メカニズムを通じた支援を行う可
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能性を検討する必要がある。また、保健人材作業部会で共有された「セタティラート大学病院医

学教育研究機能強化プロジェクト（2008～2010）」による医学教育ユニットの取り組みについても、

保健省内で高い関心を呼んでおり、この経験をモデル化して中央・県レベルの病院に展開するこ

とが検討されている。こういった過去の成果を個々のものとしてとらえるだけでなく、全国展開

に向けて、他 DP と協調して体制づくりを進めていく必要がある。 

 

２－３ 保健財政 

セクター事業調整メカニズムを通じた、DP からの支援の対象分野・地域の適正な選択や投入

の調整は、事業の質と事業効果改善に貢献があるといえる。ただし、個別事業間の調整だけでは

インパクト発現には限界があり、保健省が計画、財務管理、調達、報告について手続きの統一化

と保健サービスの標準化を図り、そこへ向かって DP が調和化を進めることが重要となってくる。

最終的に保健省がオーナーシップをもって事業を実施・管理していくためには、事業実施の裏づ

けとなる予算の適切な執行管理が不可欠であり、計画と予算に整合をもたせ、計画に沿った活動

の実施促進、モニタリング、報告をフィードバックしていくサイクルを構築していくことが必要

である。そのためには、保健省関連部局間、技術作業部会間の連携や、中央と県との連携など、

事業調整の具体的な促進において、計画財務局が中心的役割を果たす必要があるが、現在、その

役割を果たせているとはいえない。計画財務局は計画と予算のチェック・承認権限をもつため、

今後、事業調整を進めるでは、極めて重要な位置づけであるといえ、更なる関係構築と支援が必

要である。 

 

３  調査結果 

調査チームは以下の調査を実施した。 

① 既存資料のレビュー 

② 保健省・DP 等関係組織へのヒアリング 

③ プロジェクト概要・枠組みについて保健省との協議 

 

上記調査に基づいて、調査チームはプロジェクト・デザイン・マトリックス案（PDM）、活動

計画案（Plan of Operation：PO）の作成、保健省とのプロジェクト実施戦略と実施体制の検討を行

ったあと、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）に沿って事前評価

を実施した。また、このプロセスをとおして、JICA とラオス政府側は実効性あるプロジェクト実

施のために双方がとるべき活動の方向性を明確化した。 

 

３－１ プロジェクトの枠組み 

日本・ラオス国側双方は、以下のプロジェクトの枠組みについて合意した。ただし、この枠組

みは暫定版として取り扱い、今後、議論・修正を踏まえて R/D 署名をもって最終版とする。 

詳細な暫定 PDM は、詳細計画策定調査ミニッツ（Minutes of Meeting：M/M）付属資料 1 を参

照。 

 

(1) プロジェクト名 

保健セクター事業調整能力強化フェーズ 2 
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(2) 上位目標 

ラオス保健セクターにおいて、保健省による戦略的計画立案、効率的な事業調整、効果的な内

外の資金分配が持続的になされ、ミレニアム開発目標達成を確実にするキャパシティを確保す

る。 

 

指標案： 

1) 策定された単一政策・戦略に基づくプログラムが DP に共有される。 

2) 単一政策・戦略に基づくプログラムに対する予算が確保される。 

3) 単一政策・戦略に基づくプログラムに対する DP からの支援が増加する。 

4) 全県・郡で調整メカニズムが導入され、運用される。 

5) 事業調整によるコスト・時間面での援助効率が向上する。 

6) 全県の医療機関へのアクセス率が XX％以上に向上する1。 

7) 全県の医療機関における必要保健医療従事者の XX％が満たされる2。 

 

(3) プロジェクト目標 

第 7 次保健セクター開発 5 カ年計画とそのもとでのサブ・セクタープログラム戦略計画が、

事業実施手続きの調和に基づき、計画的かつ効果的に実施される 

 

指標案： 

1) いくつかの県・郡レベルへ調整メカニズムが導入され、運用される。 

2) 標準化された事業手続きが保健省各部局、DP に認識され、利用される。 

3) 統一されたサブ・セクタープログラムの事業内容（計画・実施内容）が保健省各部

局、DP に認識される。 

4) 統一されたサブ・セクタープログラムに沿って支援する DP が増加する。 

 

(4) 成果 

＜成果１＞ 

政策レベル、実務レベルのセクター作業部会と事務局/コーディネーション・ユニットの会議が

適切かつ効果的に行われ、第 7 次保健セクター開発 5 カ年計画及びサブ・セクタープログラム

の実施モニタリングを通じて明らかになった問題が解決されるようになる。 

 

指標案： 

1) 保健省と DP とのコミュニケーションが増加する。 

2) 事務局が DP に対してガイダンスを実施する。 

3) 事務局が実務レベルのセクター作業部会で指導力を発揮する。 

4) 事務局が各技術作業部会の進捗状況を把握する。 

5) 事務局が県での調整メカニズム導入を指導・支援する。 

 

 
                                                        
1 指標の詳細については、案件開始後に決定する。 
2 指標の詳細については、案件開始後に決定する。 



－27－ 

＜成果２＞ 

母子保健・予防接種技術作業部会が適切かつ効果的に運営され、熟練助産師養成計画を含む「母

子保健統合サービスパッケージ戦略・計画」の実施モニタリングを通じて明らかになった問題

が解決されるようになる。 

 

指標案： 

1) 母子保健・予防接種技術作業部会が、標準実施要領に沿って、母子保健統合サービ

スパッケージ戦略・計画の実施モニタリングを行う。 

2) 母子保健統合サービスパッケージ戦略・計画に沿った活動が県・郡で実施される。 

3) 母子保健統合サービスパッケージ戦略・計画に沿った活動における DP との事業連

携・調整が実施され、支援対象地域・課題の重複・偏重が減少する。 

4) 母子保健統合サービスパッケージ戦略・計画の実施に必要な資金投入が確保される。 

 

＜成果３＞ 

保健人材技術作業部会が適切かつ効果的に運営され、2020 年までの保健人材育成戦略の実施モ

ニタリングを通じて明らかになった問題が解決されるようになる。 

 

指標案： 

1) 中央、県、郡レベルの需給ギャップと既存リソースに基づく保健人材計画が策定さ

れる。 

2) 保健人材計画に基づいたモニタリングが実施される。 

3) 保健人材技術作業部会から保健省に対し保健人材配置・定着に対する方策が提案さ

れる。 

 

＜成果４＞ 

保健計画・財政技術作業部会が適切かつ効果的に運営され、内外の資金が効率的かつ効果的に

事業実施につながることにより保健財政戦略が実施されるよう年間計画策定並びに財政管理

能力が強化される。 

 

指標案： 

1) 保健セクター共通計画/モニタリングツールが定期的に更新される。 

2) 保健セクター共通計画/モニタリングツールで投入の調整だけでなく、成果もモニタ

リングされる。 

3) 中央、県・郡でリソースの調整に基づいた予算事業計画が作成される。 

4) 作成された予算事業計画に基づいてモニタリング・評価が実施される。 

 

(5) プロジェクトの対象範囲 

フェーズ２における直接のターゲット・グループは保健省の各部局（官房、計画財務局、

組織人材局、衛生予防局、食品医薬局、ヘルスケア局、検査局）とする。 

フェーズ２では、県・郡レベルでの事業調整メカニズム構築をめざすため、県保健局と郡
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の数は、保健省及び県保健局と郡保健局と協議のうえ、決定されるものとする。 

 

(6) 前提条件 

フェーズ２実施の前提条件として、日本・ラオス側で以下の措置がとられるものとする。 

・保健省は事務局コーディネータを補佐する専任のアシスタント・コーディネータを配置す

る。 

・保健省は各技術作業部会のフォーカル・パーソンが事業調整業務に十分な時間を確保でき

るよう必要な措置をとる。 

・JICA と保健省は、県・郡レベルでの事業調整メカニズム構築に必要な予算措置をとる。 

 

(7) プロジェクト実施期間 

2010～2015 年の 5 カ年間とする。 

 

３－２ 実施戦略 

フェーズ２実施上の基本方針・戦略として以下の 4 点を重視するものとする。 

(1) フェーズ２ではフェーズ１で採用した次の基本方針を踏襲する。 

・フェーズ２は、保健セクターでの事業調整を推進する保健省の国家プログラムとして実施

する。フェーズ２は技術協力プロジェクトのスキームを用いるが、適宜、柔軟に PDM を

改訂して、保健省プログラムのニーズへの対応を図る。 

・JICA の技術支援は、セクター事業調整を担える保健省の制度・組織・人材面のキャパシティ・

ディベロプメントを意図する。この目的に合わせて、専門家チームはコーチ役に徹して、

保健省が事業調整の実施を担う。 

・すべてのセクター事業調整に係る活動は、参加型で相互協議をとおして実施され、公開性

を原則とする。 

 

(2) フェーズ１では、セクター事業調整・調和に必要な環境を整備することに成功したが、ま

だ DP との協議や事業調整の方向性を明示できるようなリーダーシップの発揮という面では

保健省スタッフの能力は不十分であり、一層の能力強化が必要である。フェーズ２では、セ

クター作業部会事務局/コーディネーション・ユニットと各技術作業部会を担う中核人材の能

力強化に注力する。 

 

(3) 国際機関や海外の援助機関のキー・パートナーとなっているが、NGO やその他の市民団体

の事業調整メカニズムへの関与はまだ限定的である。フェーズ２では、そうした団体向けの

アドボカシーと積極的参加を促すための仕組みづくりに取り組む。 

 

(4) 各レベルの会議は事業調整・調和を推進するための重要な場あるいはツールとなる。この

ため、保健省・DP は、議論の結果が具体的なアクションにつながるよう会議の効率性を高

め、議論の質を改善していくものとする。 
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３－３ 実施体制 

(1) 全体の実施体制 

フェーズ２では現行のセクター事業調整メカニズムの体制を踏襲する。県・郡レベルの実施

体制は、保健省、県保健局、郡保健事務所と協議のうえ決定する。 

 

(2) 専門家チームの常駐 

保健省スタッフと緊密に連絡をとりながら事業調整を支援するため、専門家は保健省本省内

に常駐するものとする。 

 

(3) 意志決定 

フェーズ２に関する意志決定は、既存の事業調整メカニズムの各セクションの権限・役割（規

約）に沿って行われる（二国間の調整機関は設けない）。 

 

４  5 項目評価 

４－１ 妥当性 

CD-SWC の終了時評価で確認されたとおり、保健セクターにおける事業調整メカニズムは保健

省・DPから強い支持を得て取り組まれている。ラオス「第 7次保健 5カ年開発計画 （2011～2015）」

でも「ビエンチャン宣言」に基づく事業調整の推進は 9 つの優先課題の 1 つとして位置づけられ

る予定である。したがって、フェーズ２はラオス政府の基本方針に合致している。フェーズ２は、

第 7 次保健 5 カ年開発計画の期間に合わせて 5 年間を想定しており、同計画の開始からほぼ最終

段階までの期間を継続的に支援することができる。 

CD-SWC は中央レベルでの事業調整メカニズムの構築に成功したが、このメカニズムの強化は

まだ初期段階にあり、一部の先進的な県を除いて、地方レベルでの事業調整メカニズムも構築さ

れていない。このため、地方での事業調整を推進するための中央レベルのマネジメント能力を強

化するための支援が不可欠である。 

また、フェーズ２は第 7 次保健 5 カ年開発計画の期間に合わせて 5 年間を想定しており、同計

画の開始からほぼ最終段階までの期間を継続的に支援することができる。 

 

４－２ 有効性 

フェーズ２はフェーズ１の成果を漸次強化するだけでなく、これまでに構築された事業調整メ

カニズムと課題別の戦略文書を生かして、新たな局面に入ることが想定される。具体的には、保

健省関係部局間及び各 DP の事業間の調整から、立案・モニタリング、予算措置・財務管理、報

告書式、調達業務の標準化とそれに向かって DP 事業の調和の促進という事業効果をめざす。こ

れによって、援助効率の最大化、リソースの適正配分、保健サービスの格差是正といった大きな

事業効果発現が期待される。標準化と事業調和の進捗は、DP の意欲が継続することと保健省の

実施能力が本事業実施中にどれだけ向上するかに大きく依存するため、現段階ではフェーズ２で

どの程度の事業効果が見込めるか判断することは難しいが、本事業を通じてセクター作業部会が

事業調整・調和の方向性を明示して障害を克服するとともに、進捗状況を定期的にモニタリング

していくことが重要となる。 

フェーズ２で期待されるもう 1 つの事業効果は、保健省に事業調整を自立的に担える中核人材
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を育成することである。実施戦略で示したとおり、事務局のコーディネータ、アシスタント・コ

ーディネータ、技術作業部会のフォーカル・パーソンが想定どおり育成されれば、フェーズ２終

了後、保健省が自らのイニシアティブで事業調整を取り仕切ることができるようになる。 

 

４－３ 効率性 

過去の教訓の活用に示すとおり、基本的な実施アプローチとキャパシティ・ディベロプメント

の方法はフェーズ１を踏襲する。これにより、効果的な事業実施が期待できる。 

PDM では成果・プロジェクト目標とその意図は明示しているが、この段階では、定量的な指標

目標や詳細な活動のタイムテーブルは明示していない。これは、フェーズ２は保健省の国家プロ

グラムへの支援であり、最適な時機に効果的なアクションをとれるよう PDM に柔軟性をもたせ

ているためである。ただし、この柔軟性は成果目標を必要以上に引き下げたり、活動の遅延が把

握しづらいといったリスク要因でもあり、その対策として、フェーズ２では各技術作業部会が毎

年末に PDM に沿ってレビューを実施して、その結果に基づいて必要なアクションがとれるよう

配慮している。 

JICA は南部 4 県を対象に「母子保健統合サービス強化プロジェクト」を開始している。このプ

ロジェクトは、南部 4 県での事業調整メカニズム構築を支援しながら、母子保健統合サービスパ

ッケージ戦略・計画を県・郡レベルで実施することを支援するものであり、中央での母子保健・

予防接種技術作業部会への技術支援などの面で本協力と補完関係にありシナジー効果が期待でき

る。また、JICA は「南部地域母子保健人材開発プロジェクト」を準備している。このプロジェク

トでの人材育成事業の経験と教訓は直接的に保健人材技術作業部会にフィードバックすることが

できる。さらに、「看護助産人材育成強化プロジェクト」で強化した看護技術支援委員会とテクニ

カル・チームや「セタティラート大学病院医学教育研究機能強化プロジェクト」で強化した医学

教育ユニットなどといったラオス国保健省の CHIPU3アプローチに沿った保健人材育成の成果も

保健人材技術作業部会で医学教育強化のモデルとして生かすことができるなど、保健分野の他案

件と連携することで効率的な事業推進が可能である。 

 

４－４ インパクト 

フェーズ２で中央・県・郡レベルが連動した事業調整メカニズムが構築され、立案・モニタリ

ング、予算措置・財務管理、報告書式、調達業務の標準化と DP 事業の調和が促進されれば、次

のような大きなインパクトの発現が期待できる。 

・DP の重複あるいは類似した事業や活動・インプットを避けることで事業コストの抑制と効

率化が期待できる（各事業がバラバラに実施している情報・データ収集や現状調査、アセス

メント、研修、教材開発、アウトリーチ活動、調達業務の一本化やコスト削減の効果） 

・効率的な情報・データ入手、課題別のプログラム確立などによる DP のプログラム・プロジ

ェクトの準備・手続きの時間短縮効果 

・DP によって異なる保健省スタッフの業務・事務作業の軽減と最適な人材配置の可能性拡大

（事業対応の事務作業の軽減、人材不足の低減効果） 

                                                        
3 Complex of Hospital-Institute-Project-University の頭文字をとった略語で、中央病院と教育研究機関、プロジェクト的な取り組

みからの人材で構成される保健医療技術向上のための指導チームを形成し、主に地方病院（とりわけ郡病院）の保健医療ス

タッフの技術向上を図っていこうとする国の施策。 
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こうして生み出されるコスト削減や人材不足の低減効果は保健サービスの拡大強化・格差是正

を可能とし、MDG の達成に貢献することが期待される。 

本協力により、ラオス政府の保健計画及び戦略に合致した事業を実施するために、保健省内、

中央・県・郡間の調整・連携、各 DP との協力の調整・連携が効果的に行われるようになること

から、これまで十分に便益を受けてこなかった貧困層や少数民族、女性などに対する保健医療サ

ービスの量や質が改善されることが期待される。 

 

４－５ 自立発展性 

第 7 次保健 5 カ年開発計画 （2011～2015）では、事業調整の推進が 9 つの優先課題の 1 つとし

て位置づけられており、フェーズ２の実施期間をとおして政策面で一貫した政府支援が期待でき

る。 

フェーズ２では事業調整メカニズムを運営できる中核的な人材の育成を意図しており、人材面

での持続性確保という点では出口戦略となっている。アシスタント・コーディネータと各技術作

業部会のフォーカル・パーソンが想定どおり配置されれば、フェーズ２後の自立性は確保される

可能性が高い。 

現時点では、事業調整のコストは複数の DP が独自の判断で負担している。フェーズ２では、

調整コストを安定的に確保できる仕組みを導入することが求められる。 

 

５ 技術参与所感 

2010 年 6 月 3 日より 18 日まで、ラオス保健セクター事業調整能力強化終了時評価及びフェー

ズ２詳細計画策定調査に保健システムに関する技術参与として参団したので、その所感を記す。

個人的には 2002 年 9 月より 2005 年３月まで同国の保健省アドバイザー長期専門家（保健医療協

力計画）として派遣され、本案件の立ち上げに関係したので、CD-SWC 開始以前との比較という

面からも意見を述べたい。 

 

(1) アプローチの妥当性 

CD-SWC（2006～2010）はプロジェクト開始時におけるラオス側の現状を考慮し、単一支

出枠組みなど財政支援への直接的な関与なしに、事業調整メカニズムづくりとキャパシテ

ィ・ディベロップメントを行うというアプローチをとったが、このアプローチはセクター作

業部会（SWG）や技術作業部会（TWG）などを含む保健セクター事業調整メカニズムが確立

したのみならず、ラオス保健省のリーダーシップ、オーナーシップが強化され、DP 間の情

報共有も促進され、保健省内局間のコミュニケーションも改善されたことから、その正当性

はあったといえよう。 

事業調整メカニズムづくりについては、このメカニズムが有効かつ効率的かという詳細な

検証が必要であるが、過去においては提示されることすらなかった国家保健セクター開発 5

カ年計画が DP にも共有され、さらにその策定段階に加われるようになったことなどから、

中央での政策策定や保健計画策定段階では十分有効に働いており、その変化は非常に大きい。 

キャパシティ・ディベロップメントについては、ラオス保健省がプロジェクトにすべてを

依存することなく、実際に調整事業を進めることができるようになったかがポイントである。

この点については、DP との駆け引きなどを含めて意志決定の手順など、プロジェクト終了
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後もラオス側ですべてに対応できるレベルに達しているとはいい難いが、それでも調整会議

の準備や進行、記録などは独自に行える段階に達しており、過去に比べて大きく改善してい

る。 

プロジェクトの貢献については、本事業がなかった場合どうなっていたかを考えてみれば

明白であろう。ラオスにおいても世界的な援助協調の流れがあり、「パリ宣言」、「ビエンチャ

ン宣言」などの実現のため、CD-SWC が実施されなくても調整メカニズム構築のための活動

が行われただろうと考えられるが、現在ほどラオスの主体性が考慮されたものとなったかど

うかは疑問であり、ここに JICA が本事業にかかわった意義があったということである。 

 

(2) 保健システム強化の観点から 

保健システム強化（Health Systems Strengthening：HSS）の観点からみると、最も重要なガ

バナンスの強化が単一政策枠組みづくりのなかで行われてきた。第 1 フェーズでは第 7 次保

健セクター開発 5 カ年計画が策定されたプロセスにこれをみることができ、官房、保健計画

局、その他の関連局のキーパーソンの CD のみならず、各局や保健省全体としての組織強化

にもつながっている。 

今後、プログラム・アプローチによりこれを実施していく過程において、更に HSS は推進

されていくことが期待される。援助効果に係る「パリ宣言」、「ビエンチャン宣言」の実現の

プロセスには、計画策定のための情報システムの強化やモニタリング・評価による成果マネ

ジメントなどが含まれており、保健システム強化そのもののアプローチであるということが

できる。 

 

(3) フェーズ 2 のあり方 

フェーズ 2 では第 7 次保健セクター開発 5 カ年計画の推進というプログラムアプローチが

基本となり、県・郡レベルの保健開発計画を調整し実施していくためのメカニズムづくりと、

実際に予算策定や運用する際のマネジメント強化のための CD が活動の中心となる。 

活動は中央から県・郡レベルにわたり、対象とする内容も母子保健、人材育成、財務の３

テーマの技術作業部会をカバーするため非常に広範となるので、日本側インプットの限界を

踏まえ、他の DP や JICA 技術協力プロジェクトとの連携、協力がより重要となる。技術協力

は、フェーズ 1 と同じく調整への協力とテーマごとの技術的協力の 2 面性があり、成果をよ

り上げるためには両者とも不可欠であるが、テーマごとの技術面の支援には限界があり、得

意分野を考慮した他の DP との連携や、技術協力プロジェクトへの活動を依頼するなどの配

慮が重要となる。 

より効果的な開発計画の実施のためには、財政面での仕組みに日本側も参加できることが

望ましい。財政面での運用をラオス側がオーナーシップをもって行うことにより、更に調整

能力は新たな段階に発展することが期待されるものの、必ずしもこれは不可欠ではない。フ

ェーズ 1 のアプローチは今後も可能であり、ラオス側の運用面での CD や透明性の改善を待

ちつつ、プロジェクトの途中から部分的、段階的に新たな財政面での仕組みを導入すること

も可能であろう。 

もともと、CD-SWC（フェーズ 1）は保健省政策アドバイザー活動のプロジェクト化をめ

ざしたものであったが、フェーズ 2 はプロジェクトの形はとるものの、より政策アドバイザ
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ー的な役割が強くなると考えてよいだろう。基本的にはフェーズ 2 においても CD であるこ

とは変わりなく、期間は一応 5 年間と限定しているものの、明確な数値目標は設置されない。

活動はよりフレキシブルである必要があり、より限られた予算内での柔軟な活動計画の変更

が求められることを、JICA を含む日本・ラオス国側双方がプロジェクト開始時から終了まで

変わらぬ理解を有する必要がある。 

 

６．団長総括 

本事業の終了時評価に際して、保健省や DP にとって情報共有や意志決定のための共通の「場」

（プラットフォーム）が形成され、また保健省のオーナーシップも強化されたという点に異存

はない。しかしながら、本事業は、プログラム的なアプローチをめざした事業であり、事業実

施のプロセスを重視するために、定量的な指標を設定していない。このため、事業の成果をい

かに客観的に評価するかという点が大いなる課題であると思われた。しかしながら、実際に評

価を始めてみると、評価分析団員をはじめとするメンバーが精力的かつ丁寧に関係者にインタ

ビューを行い、その結果定性的ではあるが事業の成果を確認することができたと考える。 

プログラム的なアプローチというのは、例えていうなら、「山に登る」ことだけを決めて、

あとは臨機応変に対応するという手法である。プロジェクトがほぼ決められたルートを通って

山頂に至るのとは異なり、柔軟性が確保される分だけ、プロセスの管理が難しく、また関係者

の緊密なコミュニケーション、更にいえば「信頼関係」を必要とする。今回対象の事業につい

ては、派遣された専門家の努力により関係者との信頼関係が構築され、また緊密なコミュニケ

ーションが確保された。また、評価分析団員の知見にも助けられ、定性的な成果を限りなく客

観的な成果に置換することが可能となった。しかしながら、仮にこの事業を今後のプログラ

ム・アプローチのモデル・ケースと位置づけるのであれば、この事業の成果の再現性を高める

ための仕組みについても、次フェーズ開始の前にある程度検討する必要がある。プログラム的

な事業の評価の手法を組織的に確立・共有することも重要であるし、また予算執行のあり方な

ど制度面での精緻化も必要である。 

日本の援助の特徴は、援助国側の問題意識を出発点とするのではなく、途上国の人々の暮ら

しや営みの視点に立ち、その国の社会的・文化的多様性、歴史的背景及び社会関係資本のあり

方などを考慮した、その国の開発ニーズに立脚する援助である。また、途上国の人々が現在認

識しているニーズを満たすだけでなく、中・長期的な観点からその国の開発のあり方をともに

考え試行錯誤する、プロセス重視の援助である。当該事業はまさに日本の援助の特徴を具現し

ている事業であり、それがゆえに事業のステークホルダーに対するアカウンタビリティを有す

る。そのためにも、プログラム・アプローチの評価を標準化するなどの努力を引き続き行うこ

とが肝要である。まさに、この点がフェーズ 2 の課題となるであろう。 

また、フェーズ 2 を開始するにあたって、財政支援に対する考え方を整理する必要がある。

現時点では、財政支援は当該事業の投入要素には含まれていないが、仮に財政支援がなくとも

技術協力の枠組みのなかで、なんらかの予算管理に関する支援を強化していくことは重要であ

る。こうしたプログラム・アプローチにおける予算執行のあり方を検討していく過程において

も、フェーズ 2 での大きな課題となる。最終的に保健省がオーナーシップをもって事業を実施・

管理していくためには、事業実施の裏づけとなる予算の適切な執行管理が不可欠である。予算

の適切な執行管理についても、当該事業である程度ターゲットとしていく必要があるが、その
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意味でも次期フェーズ実施中に財政支援が可能となることを期待したい。技術協力の枠組みの

なかで、財政的な支援（保健省の実施する事業に必要な予算的な措置を施す）を行う場合、予

算管理の理論的な技術移転は可能であるが、「財布」が日本側にある以上、ラオス側の十分な

オーナーシップを醸成することは困難である。他方、財政支援が可能となる場合には、実際に

財布がラオス側にあり、予算執行に関して日本を含むドナーが助言することにあるため、確実

にラオス側のオーナーシップは強化されるだろう。 

事業の柔軟性と評価のしやすさは、「トレード・オフ」の関係にある。仮に、我々が事業の柔

軟性を望むのであれば、それを評価する手法の開発や関係者のコミュニケーションを強化する

以外に方法はない。 

JICA ラオス事務所としては、この大いなる挑戦に対して最大限の支援を行っていく所存であ

る。引き続き、関係者の力強いご支援を併せて期待したい。 

 

７．母子保健改善プログラムとの関係 

本協力は、「母子保健改善プログラム」に位置づけられ、2010 年 5 月に南部 4 県（チャンパ

サック、サラワン、セコン、アタプー）を中心として開始した「母子保健統合サービス強化プ

ロジェクト」と補完関係となっており、保健省の政策レベルで保健計画・財政、保健人材、母

子保健の各プログラムの戦略及び計画策定・実施・モニタリングを支援しつつ、南部 4 県を中

心とした母子保健のサービス提供能力強化を通じて実施段階まで支援することで、政策から実

施まで一貫性のある体制でラオス保健省の母子保健戦略の一翼を担っていくものである。JICA

の協力は、政策レベルで国家保健計画の実施を支援する一方で、母子保健統合サービス強化プ

ロジェクトでの経験や知り得た現場のニーズを政策、戦略、計画にフィードバックすることが

可能となっている。また、JICA は「南部地域母子保健人材開発プロジェクト」を準備している。

このプロジェクトでの人材育成事業の経験と教訓は直接的に保健人材技術作業部会にフィード

バックすることができる。さらに、「看護助産人材育成強化プロジェクト」で強化した看護技

術支援委員会とテクニカル・チームや「セタティラート大学病院医学教育研究機能強化プロジ

ェクト」で強化した医学教育ユニットなどといったラオス国保健省の CHIPUアプローチに沿っ

た保健人材育成の成果も保健人材技術作業部会で医学教育強化のモデルとして生かすことが

できるなど、保健分野の他案件と連携することで効率的な事業推進が可能である。 

これらの連携、過去の協力から得た成果がフィードバックされた内容は調整メカニズムを通

じて他の DP に共有され、ラオス政府が主体性をもって援助協調をリードすることが可能であ

る。 
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